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1. 調査概要 

1.1. 背景・目的 

あらゆる産業において、新たなデジタル技術を使ってこれまでにないビジネスモデルを展開

する新規参入者が登場し、実際にゲームチェンジが起こっている。こうした中で、各企業は、

競争力維持・強化のために、デジタルトランスフォーメーション（DX：Digital 

Transformation）をスピーディに進めていくことが求められている。 

しかし現実には、我が国産業界における DX の推進は「DX の取り組みを始めている企業」と

「まだ何も取り組めていない企業」に二極化しつつある。2020年に経済産業省が発表した、

「 DXレポート 2 中間取りまとめ」によると、依然として 9 割以上の企業が、DX にまったく取

り組んでいないレベルにあるか、DX の散発的な実施に留まっているにすぎない段階である傾向

が明らかになっている。 

IPA では、DX を実現する IT システムを構築する際に参照するものとして、DX 実践手引書＿IT

システム構築編1を、公開している。その中では、DX 先進企業へ DX を成功させるためのポイン

トについて、調査した内容を踏まえ、DX を進めるための前提となる考え方について、説明を行

っている。 

そうした DX 先進企業においても、これまでの取組みや施策が全て問題なく進められたわけで

はなく、試行錯誤の時期を経験しながら、DX の実現・成功に至ったと考えられる。そうした、

試行錯誤の中では、どのような点が課題としてあり、どのような施策を行うことで、その後の

DX の実現に結び付けることができたのか、といった情報も、まだまだ DX の取り組みを進めら

れていない企業にとって、有益なものとなると考えられる。そのため、DX 実践手引書へ DX を

進める上での課題やそれに対する対応について盛り込むために、調査を行った。 

具体的には、DX 先進事例と思われる企業に対して、DX の特定取り組みにおける試行錯誤の過

程や、そこから得た学びについてヒアリングした。その結果を整理することにより、今後 DX を

推進していくに際して様々な課題に直面するであろう企業を支援できるような示唆を得る事を

目的として、本調査を実施した。 

  

 
1 独立行政法人情報処理推進機構 「DX 実践手引書_IT システム構築編」 2022 年 4 月 

https://www.ipa.go.jp/files/000094497.pdf 
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1.2. 実施方法 

本調査にあたっては、以下に示す流れで、作業を進めた。 
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調査手順・手法および主な作業内容は以下の通り。 
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1.3. 事前調査結果 

1.3.1. 調査対象企業選定の考え方 

DXの各変革規模に求められる組織成熟度のレベルや、その具体的な施策・取り組みを明らか

にするため、先進企業がどのような対応をしているか、ケーススタディとして「（過去調査結

果を踏まえた）調査委託先による推薦企業」「IT経営優良企業」「DX推進指標調査の対象企

業」からロングリストの策定と事前調査を実施し、整理・分析を行った。 

 

1.3.2. 調査対象企業 

4つのアプローチ（過去のヒアリング企業／既存のロングリスト／試行錯誤事例／IT経営優

良企業）から策定された初期ロングリストを基に文献調査を実施した。最終的には約 140社の

候補を対象に、2つの条件（条件① DX実践にあたり、試行錯誤を経験している、条件② 本

調査の目的に鑑み、優良な事例を聴取できる）からヒアリングで確認・検証すべきポイントを

明らかにした結果、約 40社がインタビュー候補として洗い出され、これらの企業の DXへの取

り組みについて文献及び公知情報をベースとした調査を行った。また、それらの一次リサーチ

の結果、整理された情報を基に調査委託先と協議を複数回行い、最終的な対象企業を選定し

（ヒアリング候補の 15社に調査協力の意向を打診）、順次ヒアリングを実施した。 
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［ヒアリング実施企業］  
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2. 調査結果 

2.1. ヒアリング実施の全体像 

事前調査にて合意した調査対象企業に対し、ヒアリングを実施した。個社別に仮説を設定

し、事前調査では不明であった部分を重点的にヒアリングしていく方針で進めた。ヒアリング

実施の方針と流れは以下の通り。 

なお、ヒアリング調査の実施にあたっては、2021年度に行った「DXの継続的な取り組み事例

に関する調査」2の考え方を参考に各社がどの程度の組織成熟度レベルにあるか、さらに成熟度

を高めるためにどのような取り組みを実施したか、その工夫や試行錯誤などを理解した上で、

ヒアリングするべき項目や仮説の設定を行い、焦点を絞ったヒアリングを実施した。また、調

査のフレームワークを用いて、試行錯誤や課題に気づいた契機と、その原因と思われる事、対

策などを、認識の段階別に整理しながらヒアリングを行えるように十分な注意を払った。 

1) ヒアリング項目の検討 

共通及び個社別のヒアリング項目を検討する：設定した仮説を用いて、ヒアリングによって

何を検証し、その結果どのように整理・分析を行うかを考慮する 

2) 個社の仮説設定 

事前調査結果で判明した内容を踏まえ、ヒアリングの対象企業ごとに、検証ポイントとその

返答に対する仮説を設定する 

3) ヒアリング事前準備 

ヒアリングシートを作成する： 

 ・従前の仮説、知見に加え、調査先企業の絞り込みの過程で調査した内容 

  を踏まえて調査委託先にて素案を作成 

 ・調査委託先と検討の上、最終化する 

 ・ヒアリングシートは、事前に相手先に送付する 

 ・ヒアリングシート以外に、手持ち資料の準備を行う 

4) ヒアリング活動 

 ・調査対象の各企業（国内大企業 4社以上、国内中小企業 2社以上）に対して、 

  ヒアリングシートに従って調査を実行する 

 ・ヒアリングは、原則対面またはビデオ通話によるものとする 

5) ヒアリング活動調査結果の個票整理 

DX実践手引書の一部として利用するために、実施概要、議事録と共にヒアリング調査個票と

してまとめる 

 
2 独立行政法人情報処理推進機構 「DX の継続的な取り組み事例に関する調査 概要報告書」2022 年 4 月 

https://www.ipa.go.jp/files/000097139.pdf 



 

10 

［ヒアリング実施のポイント］ 

 

［調査・分析フレームワーク］ 
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2.2. ヒアリング結果 

各社のヒアリングに際して作成、利用した仮説とその結果について、本章で記述する。な

お、各社とも、DX の取り組みのうち、特に学びの多かった事例、または多くの企業が直面する

であろう DX における試行錯誤に該当する事例に絞ってヒアリングを行った。 

2.2.1. 製造業 A社 

◼ インタビューに際して構築した仮説 

次のように質問と仮説を用意して、インタビューに臨んだ。 

 

調査項目 ヒアリング項目 
回答例（公知情報、または公知情報を基

にした仮説・想定） 

DXの取り組み

の概要とこれま

での流れ 

DXの取り組み開始からこれま

での取り組みの変遷について。 

日報管理業務の電子化、ペーパーレス化が

課題であった為、日報管理システムを自社

開発。バージョンアップを進める中、商品

としての可能性を確信し、それをきっかけ

に外販を始める。 

試行錯誤の時

期：該当事業と

その背景 

初期の DXの取り組みについ

て。いつごろからどのような DX

の取り組みを開始したか。 

ペーパーレス化においては市販の管理ツー

ルを検討したが同社に合う仕組みが見つか

らず、自社開発に踏み切った。 

初期の DXの取り組みの体制に

ついて。 

初期段階から外部の開発ベンダーと組み開

発に取り組んだ。社内からは x名が開発・

推進チームに参加した。 

新しい DXの取り組みについて

社内からの反発などはあったか。 

業務に影響が出る部署からは一部反発の声

はあった。 

経験した課題 

初期 DXの取り組みの試行錯誤

について： 

なにが「うまくいかなくて」課

題があると気づいたか。 

期待した生産性の向上が得られなかった。 

新システムの利用に否定的な社員がいた、

など。 

課題に気づいたきっかけとその

時の様子について： 

気づきのきっかけとなった評

価、KPI、その他指標はなにか。

それ以外にも気づきのきっかけと

なった事はあるか。 

初期段階では手書き業務と比べ総合的に見

て時間の短縮がなかった。 

DX施策について社員との意見交換の場を

設けた。 
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認識された課題： 

原因究明の結果認識された課題

は何であったか。 

デジタル施策を前提とした業務フローの見

直しをしていなかった。（結局記録を印刷

して使っている、等） 

段階的かつストレスにならない導入方法を

策定していなかった。 

課題に対して 

実施した施策   

認識した課題に対して、どんな

施策を実施したのか。 

DX施策の導入範囲や機能を絞ってスモー

ルスタートを行うことを決定。同時にシス

テム利用前提で関連業務の見直しを行う。 

その施策を策定した過程につい

て： 

その施策を立案するにあたり、

どのようなプロセスを経たか。他

にはどのような案があったか。な

ぜその案に決定したか。 

開発パートナーと現実的な機能ロードマッ

プを策定。 

社員と相談し初期リリースの現場・スタッ

フを決定した。 

立案・実行においてどのような

チャレンジや困難があったか。ど

のように乗り越えたか。 

どのようなスピード感で活用範囲を広げる

かに迷った。ITリテラシーが高いスタッ

フから活用を始め、業務周りの課題を整理

し、効果が目に見えるようになってから少

しずつ違う現場にもリリースした。 

具体的に「現場にとってストレ

スが少ない方法」（公知情報よ

り）とはどのようなことを心がけ

ていたのか。 

テストに参加する現場メンバーは最小限に

抑える。 

施策実施の結

果 

DXの取り組みへ

の効果 

施策の結果・効果について。ま

た社員の反応や想定外、期待外れ

な点についても。 

無駄な機能などは作ることなく、業務上使

える機能のみ効率的に予算内で開発するこ

とに成功。 

現場スタッフは改善している他部署・スタ

ッフを見て導入を歓迎するようになった。 

試行錯誤とその対策実行からの

学びについて： 

組織として、試行錯誤とその対

策実行から何を学んだか。その学

びは今どのように活きているか。 

アジャイル型の開発手法を取り入れること

で、小さい試行錯誤を繰り返し、より良い

ものへと好循環が生まれることを実感。 

 

◼ インタビューによって得られた試行錯誤のストーリー 

インタビューによって得られた流れを以下にまとめた。 

➢ 地域でナンバーワンになりたいという思い、また製造現場の記録保持が法制とし

て求められるようになった事が、製造現場の記録のデジタル化に踏み切るきっかけ
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となった。 

➢ 既に数年前に一度電子化、ペーパーレス化を試したが、現場での入力作業の手間

の多さや煩雑さなどにより反発が多くて実現しなかった。この点を反省して、現場

の使い勝手を徹底的に追求する姿勢を貫こうと思った。 

➢ ノーコードツール等の汎用品がでてきたことで、デジタル化のチャンスがやっと

来たと思ったが、複数ベンダーに提案をお願いしたら、一社を除きいずれも同じく

現在の業務内容のデジタル化を高価格で提案された。 

➢ 中で一社のみ、アジャイルによる安価かつ現場の意見を取り入れた漸次的な提案

をしてくれたベンダーがおり、ここと組んで開発に踏み切った。予算的にも、段階

ごとに値付け支払いなので、非常にやりやすかった。 

➢ 結果、一週間から 10日位のサイクルで試作品をつくり、これを試して、現場が

使い勝手や要望をフィードバックするという事を繰り返し、最終的には現場が日常

の工程に入れてもよいと思えるものを開発することができた。プロセスの中では、

ノート PCをあける作業すらも惜しまれる中でのユーザの利便性を徹底的に追求し

た。 

➢ また、使っているうちに生産現場のデータを可視化することが生産効率の改善や

価値創造に繋がることがわかり、この事実をもって外販にも踏み切ることができ

た。 

 

◼ ヒアリングから得た要点 

➢ 事例概要 

日報管理業務の電子化、ペーパーレス化が課題であった為、日報管理システムを

自社開発。バージョンアップを進める中、商品としての可能性を確信し、それを

きっかけに外販を始めた。 

➢ 事例のポイント 

• ITシステム導入において現場での使い易さを最重要指標として施策を評価し

た上で現場に取り入れた。  

• 中小企業では珍しいアジャイル開発手法を導入し、スモールスタートから事

業にマッチした業務システムを現場に合った形に作り上げる。 

➢ 事例背景 

当初は、作業内容記録を手書きで作成し、倉庫保管していた。 

タブレットやノーコードツールのような作業効率化ツールの普及をきっかけに、

製造作業記録の自動システム化を検討した。しかし、過去に一度システムを導入

したものの、現場での入力作業の負担が大きかった事等もあって生産性が悪くな

り、現場に定着しなかった。 

DXを進める上での本流の動機ではないかもしれないが、通常行っている業務請負

という事業だけではなく、自社商品を販売したいという野望もあった。 

➢ 試行錯誤 

市販ソリューションを複数検討したが、製造責任を問われる立場から記録を残す

ことを求められる、また製造をしながら記録をしなくてはいけないという、製造

業の現場のニーズにマッチするものがなかった。 

そこで、個社別に開発するカスタムアプローチの検討に切り替えたものの、外部

ベンダーが提案するソリューションでは価格が高い、かつ内容として現行業務を
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そのままデジタル化するだけ等、自社のニーズに合わないものが多かった。（シ

ステム立ち上げ等の追加作業を考慮すると現業より時間がかかるのが目に見えて

いる等）過去の失敗もあり、ベンダーの選定には慎重なスタンスを取った。 

➢ 実施した施策 

アジャイル開発手法で、都度、必要と思われる機能を小さい単位で開発し、デモ

や試運転を通じて現場担当者からフィードバックを取り入れていくというアプロ

ーチを採択した。結果、最低限必要な機能は取り入れ、また現場が利用するのに

抵抗がなくメリットを感じられる業務システムを自社開発する方向性で作業を進

められた。 

コンマ一秒でも業務が遅くなってはならない、「現場にとってストレスが少な

い」システムを DX施策の指標とし追加機能を厳選した。 

➢ 実施の過程 

IoT支援事業を通してアジャイル開発パートナーを見つけ、システム開発・運用は

パートナー会社に委託した。A社からは社長一人が会社代表としてチームに参加。 

➢ 実施の結果・効果 

他ソリューションと比べて、低コスト・高スピードでシステム導入することに成

功した。現場が最も重視していた生産性を損なわない仕組みを実現する事がで

き、現場にも受け入れられた。また現場から機能要求が出るようになり、オーガ

ニックな形で現場にマッチした機能拡張を実現した。 

現場から出た機能要求を開発した結果、大幅な作業効率の向上を実現した。ま

た、一定の機能拡張を経て、自社のみならず多くの企業が使えてメリットを感じ

られる外販商品としての可能性を確信し、外販も開始できた。 

➢ 学び・学びの活用 

• アジャイル開発＆スモールスタートで自社システムを開発することで無駄な

機能にかかるコストを抑え、事業にマッチしたシステムをオーガニックに作

り上げる事ができる。無理に長期的なロードマップを計画・実施する必要は

ない。 

• 特に製造業においては生産性を損なう DXは現場が受け入れてくれない。使い

易さ、ストレスの低さを最重要指標として DXの施策や機能を評価すべき。 

• 中小企業のようにリソースが限られている場面では DX人材の育成に投資する

より開発パートナーを活用した方が効率が良い。一方でパートナー企業の選

定には独自の選定基準を明確にした上で複数の候補企業を比較し自社のビジ

ョン・目的にマッチしたパートナーを選ぶ事が大事。 
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2.2.2. 製造業 B社 

◼ インタビューに際して構築した仮説 

次のように質問と仮説を用意して、インタビューに臨んだ。 

 

調査項目 ヒアリング項目 
回答例（公知情報、または公知情報を

基にした仮説・想定） 

DXの取り組み

の概要とこれま

での流れ 

DXによる手溶接訓練支援システ

ムの開発の概要、これまでの流れ

について教えてください。 

各種センサーや映像装置などを活用し

て 「人の手による溶接作業」をデータ

化した。手溶接や金属の溶融状態などを

可視化・比較できる形にするより効率・

効果的な技能訓練が可能なシステムを開

発した。 

試行錯誤の時

期：該当事業と

その背景 

初期の DXの取り組みについて

教えてください。いつごろからど

のような DXの取り組みを開始し

たか。 

他社事例を契機に、社内でも同じよう

な取組を立ち上げるように、社長が発案

した。 

初期の DXの取り組み体制につ

いて教えてください。 

※以前から培ってきた DXスキ

ル、また市販ソリューションをど

のように生かしたか。 

本業の片手間にやった／専任チームを

つくった／IT部署に任せた。 

経験した課題 

初期 DXの取り組みの試行錯誤

について： 

なにが「うまくいかなくて」課

題があると気づいたか。 

若手に伝えるべき部分、ノウハウとし

て残す部分など、ベテランの経験や感覚

のうち、データ化する対象を明確にする

事が困難だった。 

収集したデータのうち、何をどう活用

してよいかわからなくなった。 

課題に気づいたきっかけとその

時の様子について： 

気づきのきっかけとなった評

価、KPI、その他指標はなにか？

それ以外にも気づきのきっかけと

なった事はあるか。 

活用していないデータが多かった。 

若者のスキルが向上しなかった／効果

的な訓練プログラムができなかった。 

認識された課題： 

原因究明の結果、認識された課

目指すべき姿が明確でなかったため、

どのようなデータを必要とするか、どう

活用するかが判断できていなかった。 
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題は何であったか。 

課題に対して 

実施した施策   

認識した課題に対して、どんな

施策を実施したのか。 

標準テンプレートの作成（溶接の基本技

術を 6種類、板厚を 3種類、計 18種類の

標準データに分類） 

※深堀ポイント：技術的知見、標準化の

ための指針や方法論はどう確保、活用し

たのか。 

標準「値」の設定（ベテランの行動の

様々なプロセス、回数等から、どれを基

準値とするか） 

訓練生のデータも指導者の評価と一緒に

データ化した。 

その施策を策定した過程につい

て： 

その施策を立案するにあたり、

どのようなプロセスを経たか。他

にはどのような案があったか。な

ぜその案に決定したか。 

手溶接部門のベテランによる有識者会議

を設定した／業界団体や競合と一緒に策

定した／コンサルを雇った。 

人事や研修担当を巻き込んで、「目指す

姿」を明確化した。 

施策の責任者やリソースの出所

について： 

誰が課題対応施策を実施したの

か？その際に、社内外のどのよう

な関係者を巻き込んだか。課題対

応施策の実施にあたって必要なリ

ソースは、誰がどのように負担し

たか。 

社長直下の権限と予算で、リスクや失敗

も許容できるように工夫した。 

関係社員やベテラン等を、有識者やアド

バイザーとして招聘。リスクフリーな立

場でかかわってもらった。 

施策実施の結

果 

DXの取り組みへ

の効果 

施策の結果・効果について教え

てください。 

不良品率の低下。人材不足を補い、若手

を短期間で一人前に育成できた。 

ベテラン側、訓練生側両方のデータを収

集する事で、継続的な研修プログラムの

向上が可能となった。 

試行錯誤とその対策実行からの

学びについて： 

組織として、試行錯誤とその対

策実行から何を学んだか。その学

びは今どのように活きているか。 

目指す姿を明確にすることの重要性に気

づいたことで、他業務においてもゴール

が明確になり、スキルの向上や業務効率

の向上が見られた。 

DXに関わることの楽しさを社員が感じ、

更なる DXプロジェクトに繋がった。 
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◼ インタビューによって得られた試行錯誤のストーリー 

インタビューによって得られた流れを以下にまとめた。 

➢ 経営者が持つ課題解決への強いリーダーシップと、DXの取り組みにおける組織

としての地道な積み上げが当初の DX推進の原動力であったと考えられる。まずは自

社の持てる限られたリソースによって、ラズベリーパイという原始的ではあるが必

要機能を持つ簡易版 PCであったり、ビデオカメラによる動画データを作成し、そこ

からの示唆や可能性を抽出した。この際、以前からのデジタル化への取り組みによ

って培ってきた、コーディングが出来るほどの社内人材やデータへの理解ある現場

人材が活躍した。 

➢ かかる自社独自の試行錯誤の成果をもって東京都からのサポートや助言といっ

た、外部からの資金と協力を仰ぐ事に成功した。この資金によって高度な技術（モ

ーションキャプチャのソフトウェア等）を導入し、動画データを 3象限で表現でき

るようになった。 

➢ 高度に再現された動画データ等を利用し、その動画を溶接の現場で利用すること

で、より利用する側に使いやすい表現や理解に沿うように改善を繰り返した。デー

タの利用と収集・分析を繰り返すことで、現場が使いやすい有効なデータや示唆を

得る事に成功した。 

➢ 具体的には溶接の技能、つまり、手の動きを、モーションキャプチャのシステム

を使って座標データにし、熟練者の動作と、初級者の動作がどう違うかを比較・分

析した。これを データ化した時の差分によって成熟度の違いがより明確になっ

た。 

➢ さらに最適な電流値や温度をセンサーで測るなど、様々なトライアルを通じて作

業の訓練指導に有用な情報は何かということを絞り込みながら取得した情報をデー

タベースに蓄積し、ナレッジ化した。 

➢ これらの取り組みを通じて得られたデータに価値をもたらしたポイントについ

て、今までの取り組みに至るまで重ねて来た経験や努力があったからだと考えられ

る。 アプリケーションの作り方やプロセス、データの扱い方など、ITに関する経

験や知識、人材の能力が積み上がった結果、今回の取り組みに対する受け皿になっ

た。ITに関する基礎力が組織全般にあったため、「今回はモーションキャプチャを

使ってみよう」といった新しいものを取り入れるアイデアやチャレンジに繋がった

と見受けられる。 

➢ このような一連の努力の結果、開発したシステムを利用しつつ、改善を続けるこ

とができた。導入の効果としては、従来の訓練のやり方に比べ、作業員の熟練スピ

ードが明らかに速くなったと実感しているとのこと。さらには、本システムを利用

したトレーニングの参加者からもデータを用いて振り返りができることについて、

効果を得られることでモチベーションも上がるといった声もあがっている。今後も

更なる改善とフィードバックを基により高度化したシステムの実装へ繋げられると

考えている。 

 

◼ ヒアリングから得た要点 

➢ 事例概要 

職人育成課題への取り組みとして DXによる手溶接訓練支援システムの開発に成功

し熟練技能の承継・溶接若手技能者の育成に活用する。 

➢ 事例のポイント 

• 課題に対する個々の取り組みが蓄積され、人材の育成・生産性向上といった



 

18 

経営課題を解決する糸口となる。 

• 時間をかけて培ってきた経験とネットワークを活用し、自社だけでは難しい

取り組みに成功する。 

➢ 事例背景 

自動化が主流になっていく中、依然として職人の技術に頼らざるを得ない作業が

あり、職人の高齢化といった経営課題を抱えていた。技術を継承する人材の確保

と育成が急務である危機感から溶接訓練支援システムの開発へシフトした。 

➢ 試行錯誤 

溶接技術をデータ化するための技術的な壁があった。（溶接作業時に発生する強

い光がカメラによるデータ取得を妨害する現象など）また外部環境の影響（パン

デミックによる機材確保、対面コミュニケーションの難しさ）や高価な機材の購

入に必要な資金の不足が施策を進める足かせとなった。 

➢ 実施した施策 

同業他社の 3社協力体制を構築し、各社の専門性を活かしソリューションの検討

を実施した。また自社の蓄積されたネットワークを活用し外部専門家の助言を受

けた。 

PoCの実施にあたっては高価なモーションキャプチャやソフトウェアの代わりにウ

ェブカメラや無料ソフトウェア等を駆使して低コストで進められるアプローチを

工夫した。 

➢ 実施の過程 

3社共同の会議体を設定し、プロジェクト推進に向けた仮説検証や課題の解決に取

り組んだ。 

専門家からは初期の解決策を示してもらい、引き継ぐ形で課題を解決した。 

➢ 実施の結果・効果 

低コスト PoC での地道な施策検討が実を結び、公募型共同研究事業へ応募（産業

技術研究センター）でき、公的支援を受けることができた。その結果、高価な機

材を使ったシステムの開発にシフトすることができた。また 3社協力体制が定着

し継続的な改善活動を進められるようになった。 

最終的には訓練支援システム開発に成功し、導入の効果を得られることができ

た。 

• 作業員の熟練スピードが上昇 

• 訓練成果が分かるようになり、学習者のモチベーション上昇 

➢ 学び・学びの活用 

低コストでアジリティーを持った PoCの実行が重要。小さな取り組みを繰り返す

中でより優れたアイデアやアプローチが生まれる。 

テクノロジーに関する課題を全て自社で解決することは不可能。ネットワークを

活用し、課題解決のアイデアを様々な場所から吸い上げる事が大事。 

組織として ITやデジタル関連のテーマを理解し、知識や経験を積み上げることが

重要。日頃の積み重ねがあったからこそ、外部のアドバイスを得ながら短期間で

ツール化し、運用してみることができた。 
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2.2.3. サービス業 C社 

◼ インタビューに際して構築した仮説 

次のように質問と仮説を用意して、インタビューに臨んだ。 

 

調査項目 ヒアリング項目 
回答例（公知情報、または公知情報を

基にした仮説・想定） 

DXの取り組み

の概要とこれま

での流れ 

貴社の「組織の DX能力向上」に

関する DX取り組みについてお聞か

せください。 

デジタル人材の育成やこれからの働き

方に必要なインフラの整備など、事業の

持続的な成長の実現に向けて大きく 6つ

の施策に取り組んでいる。（DX人材の開

発、インフラの刷新など） 

試行錯誤の時

期：該当事業と

その背景 

初期の DXの取り組みについて教

えてください。いつごろからどの

ような DXの取り組みを開始した

か？それはどのような事業、部署

から行われたか 

経営陣からの指示で各事業部において

DXの取り組みを始める。 

当時の事業の様子について教え

てください。 （事業環境、DXに

取り組む組織体制など） 

当時は DX推進部のような DXを推進す

る部隊がなく、各部署が独自の方法で DX

に取り組んでいた。 

経験した課題 

初期 DXの取り組みの試行錯誤に

ついて： 

なにが「うまくいかなくて」課

題があると気づいたか。 

DXに取り組む部署・メンバーの知識・

経験が不足していてプロジェクト効率が

悪かった。また DX施策のアウトプット

についても期待外れだった。 

課題に気づいたきっかけとその

時の様子について： 

気づきのきっかけとなった評

価、KPI、その他指標はなにか？そ

れ以外も気づきのきっかけとなっ

た事はあるか 

DX推進部が設立され、定期的に各事業

から DX施策の現況を報告する分科会を

設定した。各事業部からの報告を基に組

織横断の DX課題管理を始め、そこから

共通の課題が見えてくるようになった。 

根本原因の究明について： 

「うまくいかない」原因を、ど

のように取り扱ったか。原因究明

や分析は、誰が、いつ行ったか。 

各種 DX施策の課題分析は DX推進部が

行った。 

認識された課題： 

原因究明の結果認識された課題

は何であったか。 

「組織としての DX能力」が不足して

いた。 

課題に対して 

実施した施策   

認識した課題に対して、どんな

施策を実施したのか。 

DX人材の業務内容を 7種類に分類し計

画的なアサイン・育成・採用に活用。 



 

20 

その施策を策定した過程につい

て： 

その施策を立案するにあたり、

どのようなプロセスを経たか。他

にはどのような案があったか。な

ぜその案に決定したか。 

外部から DX育成のスペシャリストを

雇い、事業ランドスケープを整理した上

で育成プログラムを作成。 

施策の責任者やリソースの出所

について： 

誰が課題対応施策を実施したの

か？その際に、社内外のどのよう

な関係者を巻き込んだか。課題対

応施策の実施にあたって必要なリ

ソースは、誰がどのように負担し

たか。 

DX推進部が CEO直属の部署として設立

され、このような抜本的・組織横断な施

策を行う権限と予算が与えられた。 

立案・実行においてどのような

チャレンジや困難があったか。ど

のように乗り越えたか？ 

組織の領域が広いため、必要な DXス

キルや優先度の整理が難しかった。 

⇒外部スペシャリストの知見や内部で

実施したサーベイをベースに優先度を設

定。 

施策実施の結

果 

DXの取り組みへ

の効果 

施策の結果・効果について教え

てください。 

業務内容ごとの育成を経た DX人材は

事業での DX施策の計画から実行までを

主体的かつスピーディに実施することが

でき、以前より短期間で目に見えるイン

パクトを出すことに成功。 

対策に期待したインパクトにつ

いて： 

当初 DXとして期待していたイン

パクトは何で、実際に得られたイ

ンパクトとの差をどのように考え

たか。 

初期段階として期待通りのインパクト

があった。 

試行錯誤とその対策実行からの

学びについて： 

組織として、試行錯誤とその対

策実行から何を学んだか。その学

びは今どのように活きているか。 

DX育成はスキルと対象事業の相性が良

ければ良いほど事業インパクトの度合

い・スピードが高いことを学んだ。スキ

ルと事業の相性やインパクトについては

引き続きモニタリングし、得たデータを

育成プログラム向上に活用している。 

 

 

 



 

21 

◼ インタビューによって得られた試行錯誤のストーリー 

インタビューによって得られた流れを以下にまとめた。 

➢ 事業が多岐にわたっており、それぞれの特性・フェーズに合わせた DXをする必

要があった。（既存サービスのデジタル化から OMO化、ビジネスモデルの変革ま

で。） 

➢ それぞれの事業に合わせた DXを実行していくことと、組織として DX人材を育成

していくことを、互いに相乗効果を狙いながら行っていくことを戦略とした。 

➢ DX推進本部が立ち上がった背景には、以前 DXを行ったが、うまくいかなかった

事が挙げられる。中でも社内に IT・デジタル人材が育っていない事は、課題だっ

た。社内の DXは進まない。社外では同じような事業領域のベンチャーが育ってい

く。これは事業側も危機感をもった。経営陣が本格的に取り組もうと思った。 

➢ 最初は少人数のみの育成プログラムであったが、2020年からは人事部とも協働

して、DX職種と人材要件・スキルマップを開発した。また、事業計画を達成するた

めに必要な要員計画を作り、現状の要員数とのギャップを確認できる等、人材育成

に効率的に取り組んでいる。 

➢ 総じてみると、事業変革、競争力維持への危機感が、DXのドライバーとなった

ように思う。優秀な一人がいるよりもチームで一丸として取り組む、ITと事業を一

体化して進めることが、危機を乗り越えるポイントだったと思われる。 

 

◼ ヒアリングから得た要点 

➢ 事例概要 

組織の DX能力向上のため、C社独自の人材育成プログラムを立ち上げる。 

➢ 事例のポイント 

• 事業の特性を加味した現実的な DX人材戦略の策定。 

• 社内ハイパフォーマーと外部情報を参考にした DX職種と人材要件定義。 

• 事業計画と連動した DXリソース計画。 

➢ 事例背景 

全社での DX の取り組みはなく事業ごとの DXが個別に実施されるが、同じインダ

ストリーの先進的な企業と比べ後れをとっていた。IT側も人材面で課題を抱え、

IT・デジタル人材が不足していると気づく。 

それらの課題に対応するため 2018年に経営陣が DX部門を立ち上げグループでデ

ジタル戦略の推進強化を図る。 

➢ 試行錯誤 

DX人材候補生を少数精鋭で育成を試みるが（1年目 4名、2年目は 7名）2万人の

会社規模からしてインパクトはなかった。 

当時の責任者は外部から招聘した専門家だったが、事業課題の理解が追い付か

ず、推進が停滞した。 

➢ 実施した施策 

組織全体の変革 

• 社長直属の DX組織（DX推進本部）を立ち上げる。 
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• 人事の本部長を DX人材開発プロジェクトリーダーとする。 

• 各事業の事業計画の KPIと DX推進の KPIを合致させる。 

DX職種・人材要件の定義 

• 初期の試みは複雑すぎて、運用できないものになり失敗した。 

• アプローチを変え、①社内のハイパフォーマーと②iCDの定義から必要な要素

を抜き出し、かつ社外でも一般的な用語を使い、7職種に絞り込んだ。 

• DX職種別・レベル別の研修だけでなく、全社員が対象の研修も準備した。 

事業計画と連動した DXリソース計画 

• 個々の社員の職種別のレベルをタレントマネジメントシステムで管理した。 

• 各事業が事業計画達成に必要な要員数と、現状の要員数を数値化。 

• 上記のギャップを埋めるための採用・育成プログラムを毎年行っている。 

➢ 実施の結果・効果 

DX組織能力（DX要員実態）が数値化され、人事の直接的な関与により育成・採用

がスムーズに行えるようになったことで、必要要員数の充足率が向上した。また

年 2回モニタリングすることにより、改善が進む仕組みが出来上がる。 

Job Descriptionが市場一般の言葉で書けるようになった事で、社内で必要な人材

が明らかになり、中途採用もしやすくなった。 

➢ 学び・学びの活用 

• 事業と現場を理解しないと地に足のついた DX戦略は描きにくい。（一般的な

聞こえの良い戦略は必ずしも事業で Actionableではない） 

• DX人材戦略を円滑に回すには DX組織・人事・事業の 3者の協力体制が必須。

事業計画・戦略と連動させることで事業側も積極的になる。 

• DX人材のスキルセットや職種は外部情報だけに頼らず、事業にマッチした形

でカスタマイズする必要がある。一方で複雑すぎたり自社用語に頼りすぎて

いると事業での活用も採用も難しくなるので、なるべくシンプルにするのが

大事。 
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2.2.4. 化学工業 D 社 

◼ 事例のポイントインタビューに際して構築した仮説 

次のように質問と仮説を用意して、インタビューに臨んだ。 

 

調査項目 ヒアリング項目 
回答例（公知情報、または公知情報

を基にした仮説・想定） 

DXの取り組みの

概要とこれまでの

流れ 

貴社の「DX事例集」に関する

DX取り組みについてお聞かせくだ

さい。 

「DX事例集」という D社の事業にフ

ィットしたビジネスパターン集を作成

することによって、各事業においては

画一的な DXを実施するのではなく、パ

ターンの組み合わせで各事業にあった

ソリューションを作り出す。 

試行錯誤の時

期：該当事業とそ

の背景 

初期の DXの取り組みについて

教えてください。いつごろからど

のような DXの取り組みを開始し

たか？それはどのような事業、部

署から行われたか 

2017年頃、他業種と違い化学産業に

はまだ DXの波が来ていなかったが、グ

ローバルでの生き残りに危機感を感

じ、経営陣が DXの取り組みを始める。

製造現場の異常予測や異常検知、R＆D

部門でマテリアルズ・インフォマティ

クス、事業部ではサプライチェーンの

可視化や顧客接点のデジタル化などか

らスタート。 

当時の事業の様子について教え

てください。 （事業環境、DXに

取り組む組織体制など） 

社内外からデジタル人材を登用し社

内で唯一のデジタルトランスフォーメ

ーショングループを設立。各事業と協

力して DXを推進する組織体制ができあ

がった。 

経験した課題 

初期 DXの取り組みの試行錯誤

について： 

なにが「うまくいかなくて」課

題があると気づいたか。 

各部署にて DXの PoC は色々取り組ん

でいたが、どれも PoCの枠を超えて事

業化するところまで成長しなかった。 

課題に気づいたきっかけとその

時の様子について： 

気づきのきっかけとなった評

価、KPI、その他指標はなにか？

それ以外にも気づきのきっかけと

なった事はあるか 

定期的に各事業から DX施策の現況を

報告する分科会を設定した。各事業部

からの報告を基に組織横断の DX課題管

理を始め、そこから共通の課題が見え

てくるようになった。 

根本原因の究明について： 

「うまくいかない」原因を、ど

のように取り扱ったか。原因究明

や分析は、誰が、いつ行ったか。 

デジタルトランスフォーメーション

グループが PoCから脱却しない DXの取

り組みを俯瞰し共通点や問題点を整理

した。 
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認識された課題： 

原因究明の結果認識された課題

は何であったか。 

トップダウンの DXは現場に浸透して

いなかったこともあり、一般的・画一

的な DXな試みが多く、結果的に事業の

特性やニーズにマッチしていなかっ

た。 

課題に対して 

実施した施策   

認識した課題に対して、どんな

施策を実施したのか。 

・ビジネスモデルを構成し得る基本

コンポーネントを整理した「DX事例

集」を作成。 

・複数のデジタルプレイを組み合わ

せることで各事業部に合ったソリュー

ションを作る。 

例：ソーシャルメディアや様々なデ

ジタルソースから得た知見を新製品開

発やマーケティング活動に活かす

「Digital Listening」、付加価値の

あるデータをサービスとして顧客に提

供する「Digitally Enhanced 

Service」、既存の製品にデジタル技術

を掛け合わせて付加価値を高める

「Smart Products」など 

その施策を策定した過程につい

て： 

その施策を立案するにあたり、

どのようなプロセスを経たか。他

にはどのような案があったか。な

ぜその案に決定したか。 

・現場で行われているベストプラク

ティスを方法論化 

・機械学習などの技術革新を活用し

たビジネス変革事例を世界中から集め

て整理 

誰が課題対応施策を実施したの

か？その際に、社内外のどのよう

な関係者を巻き込んだか。リソー

スは、誰がどのように負担した

か。 

基本的にはデジタルトランスフォー

メーショングループが施策を推進。コ

ンサルティング会社の協力も得た。 

立案・実行においてどのような

チャレンジや困難があったか。ど

のように乗り越えたか？ 

成功事例を要因分解し、自社に適用

可能な単位にコンポーネントを定義す

るのが困難だった。コンサルティング

会社の協力を得ながらエッセンスを抽

出した。 

施策実施の結果 

DXの取り組みへの

効果 

施策の結果・効果について教え

てください。 

PoCで試行錯誤する時間を減らすこと

に成功。DX組織主体でパターンを組み

合わせて各事業に DXの施策を提案する

スタイルから始まるが、事業側からパ

ターンの組み合わせのアイデアがでる

ようになり、以前より議論が活性化し

た。 
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当初 DXとして期待していたイ

ンパクトは何で、実際に得られた

インパクトとの差をどのように考

えたか。 

初期段階として期待通りのインパク

トがあった。 

試行錯誤とその対策実行からの

学びについて： 

組織として、試行錯誤とその対

策実行から何を学んだか。その学

びは今どのように活きているか。 

DXの施策はそれぞれゼロベースで計

画・立案する必要はなく、成功事例の

コンポーネントから組み立てた方が立

ち上げが早く、また施策の肝心なとこ

ろに能力をフォーカスできる。 

 

◼ インタビューによって得られた試行錯誤のストーリー 

インタビューによって得られた流れを以下にまとめた。 

➢ DXを起こそうという強い意志が経営層にあったものの、複数の異なる事業があ

り、それぞれ DXに対する理解もレベルが違うという課題があった。その中で、トッ

プからも思いを伝えつつも、現場に動いてもらうべく「DX事例集」というベストプ

ラクティス集を作成した。 

➢ 「DX事例集」では、アイデアをブロックを組み合わせるように、各事業がどん

なデジタル化をできるか、可能性がありそうかを示せるようにしてみた。また、最

初は汎用的なものを作ったが、その後、各事業に合わせて改良を重ねた。ここでは

コンサルティング会社に手伝ってもらった。 

➢ この取り組みが功を奏して様々な DXのアイデアが事業部から出てくることにな

った。それを、データサイエンティスト、アプリ開発、デジタルビジネスチームや

外部ベンダー等でサポートし、実現してきた。 

 

◼ ヒアリングから得た要点 

➢ 事例概要 

デジタルを活用したビジネスをパターン化することによって事業部にあった DXを

整理することに成功した。 

➢ 事例のポイント 

世界中の DX の事例・成功例をブレイクダウンし事業で活用しやすい形に落とし込

むことにより従来の DXの進め方では思いつきにくいビジネスのアイデアが生まれ

やすくなった。 

➢ 事例背景 

2017年に現在の組織 「DX推進部」の母体となる DXグループが発足。8割以上が

外部からの人材を登用。 

➢ 試行錯誤 

DXグループの最初の取り組みとしては外部から登用したメンバーを定着させるた

めの努力が行われたが、基本的には製造部門の困りごとをヒアリングするなど、

ボトムアップ形式の PoCの実施が殆どだった。結果的に PoCは多数実施するも、

このようなボトムアップ形式の DXでは大きな構想に繋がらなかった。 

実施した施策 
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DX事例集の作成 

• DXを立案・推進するにあたってブロックのように組み合わせられるアイデア

集・事例集を作成する。 

• プロジェクトの KPIとして、各部門で設けられている評価基準を参考に DXプ

ロジェクト向けの指標を策定。 

• DXグループと事業部が定期的に期待値やニーズを把握する為に意見交換する

場を開催。 

➢ 実施の結果・効果 

プレイブックが DXに関する事業側の理解度を上げる DXトレーニング教材の役割

を果たし、また DX側と事業側との間の共通言語になり協力体制を促した。 

DXプロジェクトの数が増え従来の考え方では思いつきにくいビジネスのアイデア

が生まれる効果もあった。ボトムアップ形式では主に現場が直面している課題に

対する DXが殆どだったのに対して、徐々に変革規模の大きい DXにシフトした。

そうすることにより「顧客製品の価値を高めるために、当社の製品はこうあるべ

き」という最終消費者を意識するきっかけとなった。 

➢ 学び・学びの活用 

ボトムアップの DX推進では事業の足元の課題に対する施策となることが多い。外

部からの人材や事例を事業に合った形で取り込むことによって、変革の規模が大

きい取り組みも生まれやすくなる。 
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2.2.5. 非鉄金属業 E社 

◼ インタビューに際して構築した仮説 

次のように質問と仮説を用意して、インタビューに臨んだ。 

 

カテゴリ・

観点 
ヒアリング項目 

回答例（公知情報、または公知情報

を基にした仮説・想定） 

背景 同社システムは最新のデジタル技術を

活用したリサイクル取引の新しいプラッ

トフォームとしてリリースされ、顧客は

リサイクル取引における持ち込み予約か

ら決済までをオンラインで管理し、必要

な情報を、24時間確認できるシステムと

理解しています。 

同社システムに取り掛かるきっかけに

ついて教えてください。 

製錬プロセス自体は世界最先端であ

るものの、取引手続きや業務がアナロ

グだったり、顧客接点を中心にそのプ

ロセスにはまだまだ課題も多い。より

便利で効率的な取引フローを実現する

必要があり、そのような背景から同社

システムが生まれた。 

同社システムの作成に入る前から、リ

サイクルの事業ではシェア No．1であ

り、また過去に類似ソリューションもあ

ったと理解している。過去のソリューシ

ョンとの大きな違い、DX施策としてのポ

イント等について。 

また、過去のソリューションで直面し

た課題・チャレンジで同社システムで対

策が実現できたポイントはあるか。 

以下を実現： 

製錬所内での状態やトレーサビリテ

ィ、可視化 

製錬所の生産スケジュール、取引マ

ッチング 

実装・デザ

イン・技術 

同社システムは顧客接点の改革、顧客

ファーストを貫いた同社システムの UX／

UI設計であったと理解している。デザイ

ンシンキングの手法を取り入れるのは安

易ではないと考えるが、これをいち早く

採用できたのはなぜか。Route 06の役

割は。新しい手法の取り込みにあたって

の課題・試行錯誤は。 

デジタル化戦略の重要視点として

「顧客との距離を縮める」というポイ

ントがある。そのためデザインシンキ

ングのような顧客ファーストの手法は

積極的に取り入れた。またデザインシ

ンキングに強いパートナー企業を探し

た。 

顧客ファーストでのソリューション開

発、サービスデザインだったと想像す

る。これがソリューション開発上のトレ

ードオフや意思決定を律していったと思

うが、その決定や判断は誰がしたのか。

どのように一貫してそれを貫いたか。 

事業側がプロダクトオーナーとして

エンドユーザのペルソナを担って設計

や検証に携わっている。トレードオフ

に関しては都度 IT／DX側とディスカ

ッションを通して落としどころを見つ

けた。 

顧客ジャーニーの全プロセスが可視化

できていると認識している。それでも、

システム内から「問い合わせができま

す」を宣伝しているのは、何か理由があ

るのか。（過去の課題に対する施策、な

同社システムの導入により顧客側の

業務フローにも変更がある。長い間同

じ業務フローに慣れていたユーザもい

るため、新フローに慣れるまでに問題

や懸念が発生すると想定した。その問
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ど） い合わせワークフローも同システムで

対応することにより管理を一元化し

た。 

リサイクル事業に関して「業界を巻き

込んで事業を強化」と DX戦略に書かれて

いるが、具体的にシステム観点ではどの

ように実現しているか。また業界を巻き

込むにあたっての課題や試行錯誤はあっ

たか。 

グローバル展開で様々な End User

に活用してもらうための工夫： 

・品質の計測や表示の標準化、など 

経営・事

業・管理 

プロダクトローンチ後も継続して UX／

UI改善、機能追加している事から、MVP

（Minimum Viable Product）に近い状

態での先行ローンチだったのではと想像

する。ローンチのタイミングは、誰が、

どのように決めたのか。機能の優先順位

はどうだったのか。決め手は何か。 

事業側が Product Ownerの役割を

担い、機能の優先順位や MVPに必要な

最小限の機能について決定した。 

DXにおいては、ロードマップがあった

方がよいといわれているが、作りこみの

程度は会社によってマチマチであり、ま

たその通りに行かない事が多い。貴社に

おいては、ロードマップの作りこみの程

度は、どのように判断されたのか。ま

た、その通りに行かない時には、どう対

応されたか。ロードマップに責任を持つ

のは IT／DX／事業のどちらか。 

事業側が Product Ownerの役割を

担い、ロードマップの作成に対して責

任を持っている。一方で IT／DXもシ

ステム化においてのインプットを出す

ようにしている。 

人材・組織 

ソリューションを作るに際して、貴社

内でも業務プロセスの変革や連携等の為

に巻き込んだ部署は、財務、法務やコン

プラ、製造、規制対応や各国の拠点等、

多かったと想像する。彼らの交通整理や

巻き込みはどのような工夫を行ったか。

リスキルやトレーニング、啓蒙活動など

は、どのように行ったか。 

また、抵抗勢力はあったか。 

同社システムの導入により一部作業

負荷が高くなるロールについては抵抗

があったが、ディスカッションやトレ

ーニングを通じて理解・協力を得た。 

今回の DXには、IT，DX，Business，

Vendorsの全てが従事したと理解してい

る。その中で、DX推進部門の役割はどの

ようなものか。またコロナ禍でのアジャ

イル開発において直面した課題・試行錯

誤について。 

DX推進部は PMとシステム設計の役

割を担った。それに加えローコードの

開発の推進や新しいパートナー企業の

発掘もリードした。 

その他 

既存事業の DX化だとしても、出来る企

業が少ない。その中で、貴社が成功した

要諦は何と考えるか。 

• 行動・意思決定の速さ 

• 組織の垣根を超えて協力する文化 

デジタル化戦略に基づく「顧客ファ

ースト」の姿勢があり、目標達成のた

めのベストな体制や手段を選択でき

た。 

ITが強く、また業務知識を持ってい
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• 失敗を許容する文化 

• 財務的体力、など 

る。事業側を DXに巻き込むにあたっ

ての不安や懸念点にきちんと対応し信

頼を勝ち取れた。 

 

 

◼ インタビューによって得られた試行錯誤のストーリー 

インタビューによって得られた流れを以下にまとめた。 

➢ 全社挙げて取り組む DXの 21の施策のうち、一つであるリサイクル事業のオンラ

インプラットフォーム化に焦点を置いて調査、深掘分析を行った。 

➢ リサイクル事業において既に取引受付システム等の DXは行われていたものの、

複雑なシステムであった事からユーザが限られる等の制限があった。グローバル市

場において、より多くの顧客にあまねく利用してもらう事、また取引中のリサイク

ルの現場の状態を可視化して情報として共有することで、事業やブランドの信頼性

を高める狙いがあった。このような事業のグローバル化及び規模拡大というビジョ

ンの下、DX目標を達成するためレガシーシステムの刷新に踏み出した。 

➢ しかし、社内にはコーディングが出来るほどの高度な IT技術者はいたものの、

顧客基盤拡大に必要とされる UI／UXを創造できるノウハウや、その為のデザインシ

ンキングの経験がなく、外部ベンダーとの共同開発体制を構築する事とした。 

➢ また、顧客基盤拡大、事業拡大という目的を全うする為にも、事業側をプロダク

トオーナーとして巻き込んだ。事業担当者には、顧客となるはずのリサイクル事業

者等のニーズや、生産現場の事情について、情報収集をしてもらい、彼らの立場に

たった意見やフィードバックを提出してもらった。また、顧客ニーズの最低限ライ

ンから、隠れたニーズの充足まで、顧客の視点から本施策のロードマップを作成し

てもらった。 

➢ 度重なるフィードバックの必要性から、従来のウォーターフォール方式ではな

く、アジャイル開発というアプローチを採択。外部ベンダーとの協力体制の下に開

発を漸次的に進めた。その際、事業の性質上避けられないコンプライアンスやセキ

ュリティ要件チェック等の社内手続きがあり、これが開発を途中停滞させそうにな

ったが、例えば最低限のチェックのみで試作品は OKとする、最終ローンチまでには

全てのチェックを完了する等の工夫をして、社内の既存プロセスをアジャイル開発

体制に合わせて見直すことにより DXの目標の実現に成功した。 

➢ 「顧客ファースト」と「業界カンファレンスでのデモ製品発表とローンチ」とい

う大原則やゴールを掲げ、これを貫く事、またこの大原則に経営陣もコミットした

ことで、ITや DX、そして事業部が一丸となって事業のデジタル・プラットフォーム

創設を実現できた。今もプラットフォームの機能拡張や、使い勝手の改善等に継続

して取り組んでいる。 

➢ 本施策を通じて、各関係者におけるアジャイル開発体制への理解醸成や、トレー

ドオフが発生した時の優先順位のつけ方など、学んだことは数多くある。ただ、こ

れを一施策のものとせずに全社に共有していくことは、これからの課題と認識して

現在まさに取り組んでいる最中である。具体的には、これまでの取り組みとそこか

らの学びや反省点を経営陣レベルまで報告、共有し、全社でのナレッジシェアに向

けて準備をしている。 

 

◼ ヒアリングから得た要点 
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➢ 事例概要 

デザインシンキングとアジャイル開発を駆使しリサイクル事業の新プラットフォ

ームを開発。 

➢ 事例のポイント 

外部ベンダーと協業してアジャイル開発に取り組むことによって顧客ファースト

の UI／UXを実現しユーザベースの拡大を可能にした。 

➢ 事例背景 

顧客との距離を縮めるという DX戦略の一環としてユーザベースを従来のものから

更に対象ユーザを広げる計画を立案する。 

➢ 試行錯誤 

新しく取り込みたいユーザ企業は年配の方も多く、今までの基幹系システムに近

い使い勝手の取引システムでは使いこなせなかった。また UI／UX や機能面の観点

で刷新が必要だったが、社内には UI／UXやデザインシンキングの経験がなかっ

た。 

➢ 実施した施策・施策過程での課題 

UI／UXとアジャイルに強い開発会社 2社と組み、次世代の取引システムをアジャ

イル手法で開発を手掛けた。また事業部が Product Ownerとしてシステムの機

能・ロードマップ・スケジュールに対して責任を持つ体制にしたが、以下のよう

な課題があったため、それぞれ対応策が、必要となった 

（課題）ウォーターフォールのような機能の充足や品質レベルを求めてしまう。 

 ⇒ ユーザトレーニングや勉強会を通して認識を統一する。 

（課題）アジャイルのスピード感に自社プロセス（リーガル・セキュリティチェ

ック等）が付いていけない。 

 ⇒ 並行で進められるようプロセス変更する。 

（課題） 「システムを依頼する側」と「依頼される側」という概念を持ち続け

てしまう。 

 ⇒ 一体として推進できるように経営陣レベルまでエスカレーションし徐々に

改善。 

（課題）ローコードに対しての過度な期待⇒臨機応変にコーディングできる開発

体制にシフト。 

➢ 実施の結果・効果 

新しいユーザ・ユースケースにも耐えられる顧客ファーストの UI／UXを実現でき

た。またアジャイル開発に対する理解が進み、他の DX施策への適切な適用判断が

可能になった。 

➢ 学び・学びの活用 

• アジャイル開発においては事業側の積極的な関与が必要不可欠。エンドユー

ザの代役として必要な機能要求の洗い出し、検証、またロードマップの構想

に対する主体性が求められる。 

• 新しい開発手法の採用には知見がある適切なパートナーを選ぶのが望ましい

が、手法を鵜呑みにするのではなくある程度社風に応じてカスタマイズする

ことにより定着がよりスムーズになる。 
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2.2.6. 食料品メーカー F社 

◼ インタビューに際して構築した仮説 

次のように質問と仮説を用意して、インタビューに臨んだ。 

 

カテゴリ・

観点 
ヒアリング項目 

回答例（公知情報、または公知情報

を基にした仮説・想定） 

DXの取り組み

の概要とこれ

までの流れ  

新商品開発支援 AIに関する取り組みの背

景と立案から開発までの経緯についてお

聞かせください。 

新商品開発支援 AIは F社と AI開発ベ

ンダーが 2017年に開発を始めた。原

材料や製造工程の条件を入力すると、

どのような試作ができるかを割り出す

「試作結果予測機能」を搭載し、19年

から試験運用していた。21年に更に新

機能「レシピ探索機能」を追加した。 

組織・人材  本施策はどのような体制で実装されたの

でしょうか。事業部、工場、R&D、生産管

理等、多岐に亘る部門が関与していたと

思われますが、その中での DX部門の役割

はどのようなものでしょうか？ 

また施策を遂行する過程において組織

面・体制面での課題や試行錯誤はありま

したでしょうか？それはどのように乗り

越えたのでしょうか？  

DX部門として PMの役割を担った。そ

れに加えパートナー企業との調整もリ

ードした。  

特に AI周りの研究・開発において AI開

発ベンダーと F社の役割分担についてお

聞かせください。先進的分野である AI・

機械学習を共同で進めるにあたって直面

した課題等はありましたでしょうか？ 

AI開発ベンダーが AI 導入の枠組みを

持っており、それをベースとして新商

品開発支援 AIを開発した。F社が全体

管理及び業務知識を提供し、ベンダー

が AIのカスタマイズ・学習等を担っ

た。 

AI・機械学習に取り組む為の研修・トレ

ーニングは必要でしたか。またベンダー

と共同するにあたって技術的なノウハ

ウ・専門知識が社内に残るように何か工

夫は必要でしたでしょうか。  

F社の DX部門、IT部門には新商品開

発支援 AIの開発に適任であるデータ

サイエンティストがいたが、本施策を

立案するにあたって様々な勉強会・分

科会を実施し知識・スキルをあげるよ

うにした。  

新商品開発支援 AIの導入において、コミ

ュニケーションされていた相手（現場・

工場など）から対応が難しいニーズや反

応、また抵抗などはありましたでしょう

か。どのように解決されましたか。  

導入においては現場の熟練技術者など

のインプット・サポートが必要にな

り、どうしても現業との兼務になっ

た。目的意識を共有するセッションを

実施したり、人事面（リスキリング）

等のインセンティブを与えることによ

り協力的な体制が構築できた。  

技術・実装  
AIで分析するデータ項目、また機械学習

においてインプットするデータ項目はど

始めから最終イメージができていたの

ではなく、DX・技術・事業・現場の人
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のように決めたのか。（始めるにあたっ

て可能なアプローチは色々あったと想

定）また熟練技術や「勘」はどのように

データ化したか等、既存事業を AI化する

上でどのような試行錯誤があったか教え

てください。 

（具体的な分析項目についてではな

く、考え方・プロセス・意思決定につい

ての質問です）  

たちの議論や技術検証を通じて活用イ

メージが見えてきた。また経営陣の将

来的なビジョンも大きな駆動力になっ

た。  

開発着手は 2017年 8月と長い年月をかけ

ての取り組みだったと思いますが、どの

あたりに一番時間を要したのか。例え

ば、データを蓄積する、そこからパター

ンを読み取るロジックを育てるなど  

検討フェーズの議論や技術検証も時間

がかかったが、データの整理・蓄積や

アルゴリズムの開発も時間がかかっ

た。 

施策の効果・

学び  

生産面、業務効率面でのメリット、経験

の浅い技術者も熟練技術者と同様にレシ

ピ候補を出せる、等のメリットがあると

聞いています。その他に AIツールを利用

し始めて以降、社内外の大きな変化やメ

リットなどはありますか？ 

今までは AI・機械学習等の先進的な

IT技術を必要としていなかった現場に

新商品開発支援 AIを導入することに

よって、モチベーションも上がり、新

しいアイデアや提案も現場から出るよ

うになった。 

その他 

部門間・グループ会社の垣根を越えての

ノウハウ継承の取り組み・仕組みについ

て教えてください。 

F社では AIに限らず DX/システム開発

で培ったノウハウは DX推進部を通し

て類似プロジェクトにナレッジトラン

スファーするようにしている。 

 

 

◼ ヒアリングから得た要点 

➢ 事例概要 

先進的な AI モデルを構築し、熟練技術者でも難しい、商品開発における製造過程

の逆方向予測に成功。 

➢ 事例のポイント 

• AI専門ベンダーと協力し商品開発に特化した AIモデルを構築した。 

• エンドユーザを巻き込むためにアジャイルスタイルの開発にシフトする等

様々な工夫を実施。 

• 自社のデータサイエンス能力を高め、自社データを最大限に価値向上し AIソ

リューションに活用する。 

➢ 事例背景 

R&D部門から「データを活用した取り組みができるのではないか？」というアイデ

アから始まった。 

ビックデータというキーワードが注目された頃から検討を始め当時、AI開発ベン

ダーの熟練者の技術伝承用 AIの取り組みと新商品開発課題がマッチングしパート

ナーシップを組んだ。 
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➢ 試行錯誤 

開発側とユーザ側の間に意識のギャップがあり、試作品をなかなか利用してもら

えない問題があった。 

取組み当初は F社と AI開発ベンダーの双方の共通認識が足りず会話が合わなかっ

た。 

AI・機械学習のために通常必要な大量のデータが不足していた。 

➢ 実施した施策 

• 完全な試作品を用意するより、都度的確なフィードバックを求めながらシス

テムの改善を進めるアプローチを行った。（アジャイル的なアプローチ） 

• 取り組みの目標や志に共感を得られるよう社内での共有の場を活用 

• 自社は機械学習や統計に関するトレーニングを実施し、ベンダーにも業務に

関する専門書を読んでもらい、双方の理解を深める。 

• データサイエンスの考え方を基に、データの収集方法やあり方について議論

を重ね、関連するデータ・知見を整理・活用した。 

• 領域のスペシャリストを一時的にメンバーにアサインする等チーム編成を変

えながらデータ活用に取り組む。 

➢ 実施の結果・効果 

• ユーザからの関心が高まり社内での味方が増えた。結果、主体的に参加して

くれるメンバーが増えた。またユーザからのアイデアやフィードバックが出

るようになった。 

• 自社メンバーのスキルレベルを上げることにより、AI・機械学習においてベ

ンダー任せにならず、自社データを基に仮説を立てることもできるようにな

った。 

• 少ないデータでも精度の高いモデルの構築に成功し、熟練技術者でも難し

い、製造過程の逆方向予測ができるようになった。 

➢ 学び・学びの活用 

• 一見データが不足しているように見える状態でも、関連データや業務の知見

を活用して PDCAを回していけば、精度の高い AIモデルは構築可能。 

• 施策を遂行する側とエンドユーザ側のビジョンの共有は継続的な取り組みが

必要。アジャイル手法等でユーザを継続的に巻き込むことによって関心が高

まる。 

• 業務側と技術側が共通理解の土台を築く事が重要。コミュニケーション面だ

けでなく、新しいアイデアや気づきにも繋がる。 
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3. 調査結果の整理、及び考察 

3.1. 分析実施に向けた考え方 

今回の調査においては、昨年度の調査結果を活用して、継続的な検討、分析を行った。個

社ごとに異なる DXによる「変革実績の規模」と「その変革実績を実現するための組織成熟

度」の関係性を明らかにするための、各企業の DXによる「変革実績の規模」の定義を物差し

とし、分析を実施した。以下は一昨年度、昨年度調査結果から明確にされた「変革規模と組

織成熟度のレベルの関係性」を表すパターンと「組織成熟度指標の取り組みの大きな流れ」

について考察した結論である。 

「変革規模と組織成熟度のレベルの関係性」 

 ＊前回の成果物の再掲（「DXの継続的な取り組み事例に関する調査 概要報告書」

2022/4） 

▪ パターン A 

変革規模と成熟度に相関がみられる。変革規模を上げるために必要な成熟度指

標。 

▪ パターン B 

変革規模と成熟度に相関が見られない。変革規模に関わらず DX推進のためには

レベル 2～3 の達成が必要な成熟度指標。 

▪ パターン C 

変革規模と成熟度に相関がみられない。自社の状況や DXの目的に応じた対応が

求められる指標。 
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「組織成熟度指標の取り組みの大きな流れ」 

＊前回の成果物の再掲（「DXの継続的な取り組み事例に関する調査 概要報告書」2022/4） 

26の指標それぞれにレベルがあり、変革規模を高めるためにそれぞれ並行して取り組んで

いく必要があるが、DXに取り組む企業にとっては、どの指標から着手すべきか、どのような

優先順位で取り組むべきかが分かることが有用と考え、あえて大きな流れとして捉えるなら

ばどのようになるかを、変革規模と組織成熟度の関係分析およびヒアリングの結果を踏まえ

て考察された結果は以下である。 
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3.2. 分析のアプローチおよび分析結果 

今回の調査においては試行錯誤からの学びを様々な観点から分析した上で他社でも参考

になるような汎用的な示唆を出し、事例を横断的に分析して共通の状況下における示唆や

パターンを抽出した。 

 

「変革規模」または「組織成熟度」が増すごとに、「試行錯誤から何を学び」、「学びをど

う活用したのか」に変化がみられるのではないかとの仮説に基づき、事例の分析を通じて、最

終的に試行錯誤を乗り越えて継続的に取り組む鍵を洗い出し、DXを志す企業が利用できる示唆

を導出した。 

  



 

37 

3.2.1. 製造業 A社 

A社の取り組みの大きな流れ 

A社の取り組みを「組織成熟度指標の取り組みの大きな流れ」をベースに事例の成功要因と

なった各指標と指標間の関連性について以下解説する。 

 

概要： 

「経営者のリーダーシップ」が A社の DX施策を支えるバックボーンであり、成功へと導い

たと考えられる。現場生産性を犠牲としない事を大前提とし、外部パートナーの協力も得

た上でアジャイル開発体制を敷いて、現場の声を都度反映させながら漸次的にソリューシ

ョンを開発する努力を積み重ねた。結果、生産現場が使ってメリットを感じられる DX施策

を実現する事に成功した。 

 

大きな流れの説明： 

流れ①トップダウンとボトムアップの両面から火をつける 

A社では経営者が自ら施策を主導するリーダーシップが DX施策の駆動力となった。  

また、現場の生産性を第一に考え、システム評価指標は現場にストレスのないシステムを

実現し、社内のモチベーションを上げた。それをきっかけに現場からアイデアや機能要求

が出るようになった。 

 

流れ②活動を全社に波及させるための身体作りを行う 

A社では現場の生産性を最重要評価指標に設定したことが DX施策の長期的な流れを作るこ

とになった。また中小企業として当たり前だが、DX周りの環境（ガバナンス、各種基盤な

ど）が整ってはいなかったが、アジャイル開発パートナー会社のサポートや社長・社員の

頑張りにより環境面の不足は補えた。 

 

流れ③デジタルカンパニーの流儀を体得する 

中小企業としてデジタルカンパニーの土台はない状態から始まったが、適切な外部パート

ナーと開発手法を取り込むことにより施策を進める中で飛躍的にレベルアップした。 

 

成功要因となった各指標と指標間の関連性の説明： 

＜経営者のリーダーシップ＞ 

社長が施策に関する全ての活動を指揮し、またメンバーとしても細部に関わった。このよ

うなリーダーシップが様々な試行錯誤を乗り越える駆動力となった。 

＜外部リソース活用＞＜新しい開発手法の適用＞＜アプリ軽量化、スピード化＞ 

複数のベンダーから不要な機能も含む高価なパッケージが提案される中、スモールスター

ト・ローコストのアジャイル開発でのシステムを提案した会社と組むことによって DXの施

策が大きく前に進むことになった。 

 

＜失敗からの学び＞ 
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A社は過去に導入したシステムが工場現場に定着しなかったため最終的には失敗した経験が

あった。PCを立ち上げ・シャットダウンするステップやその他使用する上での動作ステッ

プが現場の効率性を下げることになり、効率性が第一の工場現場ではこれが受け入れられ

ず、最終的には定着しなかった。この経験から A社は業務システムにおいて何が大事なの

かを学ぶことができ、＜評価指標、基準と仕組み＞を変えた。 

 

＜評価指標、基準と仕組み＞ 

今回の施策以前は特にシステム導入を評価する指標はなかったが、過去の失敗をきっかけ

に「コンマ一秒でも業務が遅くなってはならない」という条件をシステムやシステムの追

加機能を評価する指標と定義した。 

 

＜既存事業・業務の連携＞＜社内の巻き込み＞ 

新しい評価指標の下開発された新システムは立ち上げ等に余計なステップを要さず、工場

現場や作業フローにマッチした形にできあがった。それにより新システムは現場にとって

ストレスが少なく、現場の関心を集めた。それをきっかけに現場からアイデアや機能要求

が出るようになり、現場の生産性を向上する機能をアジャイルで開発する好循環を生ん

だ。 

 

 
 

 

A社のケーススタディから読み取る試行錯誤・成功要因に関する示唆 

＜経営者のリーダーシップ＞に関する示唆 

• 中小企業においては第一に経営者が自ら DX施策を主導するようなリーダーシップが変

革の駆動力となる。 

• 0を 1にするフェーズにおいては、ロードマップがない事は特段マイナスには働かな

い。逆に長期的なロードマップにこだわらない方が DX施策を事業にマッチした形でオ

ーガニックに成長させる事が可能だと考えられた。 
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＜社内の巻き込み＞に関する示唆 

• 現場の為になる DX施策は自然と社内を巻き込む効果がある。中小企業の限られたリソ

ースでは DXの為の組織的な整備が困難である上、現業の傍らで DX施策へのサポート

は期待できないが、社員自らが加勢したくなるような施策であれば自然とモチベーシ

ョンが上がりアイデアも出やすくなる。 

 

＜評価指標、基準と仕組み＞、＜失敗からの学び＞に関する示唆 

• 事業の性質にマッチした単純明快な評価基準（例：「コンマ一秒でも業務が遅くなっ

てはならない」）を持つことによって、DX施策はその事業のニーズにマッチした形に

進化する。また、その評価基準は過去の失敗から学び研ぎ澄まされる。 

 

＜資金、人材、技術の集約＞、＜新しい開発手法の適用＞、＜外部リソース活用＞に関する

示唆 

• 中小企業のようにリソースが限られていてデジタルカンパニーとしての土台が無い場

面では DX人材の育成に投資するより開発パートナーを活用した方が効率が良い。 

• アジャイル開発＆ローコスト＆スモールスタートで自社システムの開発をすることで

無駄な機能にかかるコストを抑え、事業にマッチしたシステムをオーガニックに作り

上げる事ができる。 

• DXを推進させる先進的な環境が整っていない場合でもその他条件が揃っていれば

（例：社内のモチベーション、外部調達した技術要員、DXを推進するためのメソドロ

ジー、等）環境の不足は補える。 
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3.2.2. 製造業 B社 

B社の取り組みの大きな流れ 

B社の取り組みを「組織成熟度指標の取り組みの大きな流れ」をベースに事例の成功要因と

なった各指標と指標間の関連性について以下解説する。 

 

概要： 

「経営者の課題解決への強いリーダーシップ」、「DXの取り組みにおける組織としての地

道な積み上げ」が当初の DX推進の原動力となった。限られたリソースで出した成果をもっ

て、外部からの資金や協力を仰ぎ、高度な技術の導入とデータ利活用の継続を実現した。

またデータ活用においては現場での利用と改善を繰り返すことで、有効なデータや示唆を

得る事に成功した。 

 

大きな流れの説明： 

流れ①トップダウンとボトムアップの両面から火をつける 

経営者のリーダーシップと DX施策への地道な努力によって DXの取り組みが日常業務に近

い形で定着した。取り組みにおける 3社協力体制が定着され、継続的な改善活動を進めら

れるようになった。さらには、今回の取り組みに至るまで形成された文化や ITに関する経

験や知識、人材の能力の積み上げは、今回の取り組みに対する受け皿になった。 

 

流れ②活動を全社に波及させるための身体作りを行う 

今活用できるリソースをもって最善を尽くす。その結果をもって、社外からの資金や協力

を呼び込み、高度な技術の導入や更なる DX活動に繋げる。同じ経営課題を抱える 3社共同

体制を構築し、プロジェクト推進に向けた仮説検証や課題の解決に取り組んだ。さらに

は、外部専門家の支援、公的支援の機会を活用した。 

 

流れ③デジタルカンパニーの流儀を体得する 

普段からの DXスキルの積み上げが施策立ち上げの要諦である一方、新技術や外部リソース

により、より実効性が高いデータ活用を実現。様々なトライアルを通じて本当に有用な情

報は何か。最適化を図るためにはどのような工夫が必要か。ということを絞り込みながら

取得した情報をデータベースに蓄積し、ナレッジ化した。 

 

成功要因となった各指標と指標間の関連性の説明： 

 

＜経営者のリーダーシップ＞＜社内の巻き込み＞ 

• 経営者がデジタル技術の特性を理解し、自社の経営課題や業界が持つ問題との接点を

繋げ、DXの取り組みへの出発点となった。自動化が主流になっていく中、依然として

職人の技術に頼らざるを得ない作業がある中、職人の高齢化といった経営課題を抱え

ていた。人材の確保と育成が急務である危機感から溶接訓練支援システムの開発へシ

フト。取り組みに対する今までの経験や社員と一緒に手を動かす文化があったため、

社内の巻き込みは比較的容易に進めることができた。 
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＜資金、人材、技術の集約＞＜新技術の検討・取り込み＞＜外部リソース活用＞ 

• 比較的に限られたリソースを以って活動を進めないといけない条件の中、今まで蓄積

してきた業界のネットワークを利用し、協力体制を構築。3社で取り組むチームを組

んで各社の専門性を活かした。さらには外部専門家の助言を受け入れ、低コストで進

められるアプローチを工夫し、低コストでアジリティーを持った PoCを実行し、課題

を乗り越えた。 

 

＜自社開発の内部エンジニア整備＞＜開発・運用の内製化＞ 

• アプリケーションの作り方やプロセス、データの扱い方など、ITに関する経験や知

識、人材の能力が積み上がった結果、今回の取り組みに対する受け皿になった。ITに

関する基礎力が組織全般にあったため、「今回はモーションキャプチャを使ってみよ

う」といった新しいものを取り入れるアイデアやチャレンジに繋がったと見受けられ

る。 

 

＜データ価値向上、活用＞＜既存事業・業務の連携＞ 

• 一連の努力の結果、開発したシステムを利用しつつ、改善を続けることができた。導

入の効果としては、従来の訓練のやり方に比べ、作業員の熟練スピードが明らかに速

くなったと実感しているとのこと。さらには、本システムを利用したトレーニングの

参加者からもデータを用いて振り返りができることについて、効果を得られることで

モチベーションも上がるといった声もある。今後も更なる改善とフィードバックを基

により高度化したシステムの実装へ繋げられると考えられる。 

 

 

 

B社のケーススタディから読み取る試行錯誤・成功要因に関する示唆 

＜経営者のリーダーシップ＞、＜社内の巻き込み＞に関する試行錯誤・成功要因に関する示

唆 

• 経営者がデジタル技術の特性を理解し、自社の経営課題や業界が持つ問題との接点を

理解することが必要。 
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• 経営者のリーダーシップ、 DX施策への地道な努力によって DXの取り組みが日常業

務に近い形で定着される。 

 

＜既存事業・業務の連携＞、＜資金、人材、技術の集約＞に関する試行錯誤・成功要因に関

する示唆 

• 従来にはなかった情報をデータ化し、業務で活用できる形にするまでには数多い試行

錯誤がある。課題解決への小さな取り組みを繰り返す中でより優れたアイデアやアプ

ローチが生まれる。 

• 限られた条件でも今活用できるリソースをもって PoCを実行してみることがポイン

ト。この取り組みから新しい技術やアプローチへのアイデアが生まれ、更なる発展

（ファンディング、技術融合など）に繋がる可能性が高まる。 

 

＜データ価値向上、活用＞、＜自社開発の内部エンジニア＞、＜開発・運用の内製化＞、＜

新技術の検討・取込み＞、＜外部リソース活用＞に関する試行錯誤・成功要因に関する示唆

  

• 既存事業をデータ化し、成果を作る取り組みへ還元するようなプロセスには様々な試

行錯誤があり、それを経てより有効な施策やアイデアが生まれる。さらに、この成功

体験は新しい取り組みに向けた好循環を生み出す。 

• 組織として ITやデジタル関連のテーマを理解し、知識や経験を積み上げることは、更

なる取り組みを加速化させる土台となる。 
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3.2.3. サービス業 C社 

C社の取り組みの大きな流れ 

C社の取り組みを「組織成熟度指標の取り組みの大きな流れ」をベースに事例の成功要因と

なった各指標と指標間の関連性について以下解説する。 

 

概要： 

事業にバックグラウンドを持つ人材を CDOにすること、DX組織に人事の知見を一体化する

こと、DX人材として求められる素質を平易な言葉で明確にすることにより、事業が目指す

姿を実現する DXを敢行した。事業ビジョン実現や目標達成を、DX施策実行の共通ゴール並

びに評価指標として据えることで、事業の深い理解に基づいた DXを、人材・施策や規律・

リソースのアロケーションなどの多方面から可能とした。 

 

大きな流れの説明： 

流れ①トップダウンとボトムアップの両面から火をつける 

C社では、かなり古い時期から事業のデジタル化や顧客データを事業横串で活用する等の取

り組みに積極的であった。しかし、事業の現場や目指す姿を理解していないテクノロジー

にたけただけの人材では対応が難しく、現場との軋轢を解消するべく、事業部から DXの担

当者を出すこと、また DXの目標に事業部の KPIや目指す姿の実現を据えることで、全社一

体となった DX推進体制に変革した。 

 

流れ②活動を全社に波及させるための身体作りを行う 

 流れ③デジタルカンパニーの流儀を体得する 

事業部を DXに巻き込むにあたり、DXに必要なノウハウを持つ人材の DX関連知識が不足し

ている事が露見した。対策として、外部人材の登用と内部人材の教育育成を同時に実行し

たが、いずれも各人材やレベルにおいてどのようなスキルや理解が求められるのかを明文

化できていなかった。そこで、社内だけでわかる用語や表現を使わず、広く人材市場にて

理解され得る平易な言葉にしたことで功を奏し、人材育成も採用も促進させることが出来

た。また、人材に求める要素を明確にする際に、KPIとして担当事業の経営目標達成やビジ

ョンの実現等、事業面での目標とも整合性をとるようにした事も、DXのチャレンジを皆で

乗り切る際の接着剤のような役割を果たしたと思われる。 
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C社のケーススタディから読み取る試行錯誤・成功要因に関する示唆 

＜ビジョンの立案・共有＞、＜経営者のリーダーシップ＞、＜DX組織整備＞に関する示唆 

• 会社の特徴・現状を理解したビジョンを立案しなければ DX戦略は孤立し実現困難な

「絵に描いた餅」になりかねない。DXのリーダーシップ・組織は事業を深く理解する

ことにより実現可能なビジョンを立案できる。 

• 事業部門・人事部門等からの人材も DX組織に取り入れることで、孤立した DX組織か

ら事業戦略の一部となった DX組織に成長し、経営・事業・ITの相互協力の DX推進体

制にシフトできる。 

 

＜評価指標、基準と仕組み＞、＜既存事業・業務の連携＞、＜失敗からの学び＞、＜資金、

人材、技術の集約＞、＜八咫烏（やたがらす）人材の整備＞に関する示唆 

• DX職種・スキルセットの定義、育成プログラムの作成にあたっては社内のニーズ、社

内のハイパフォーマー、社外のベストプラクティスなど社内外の様々なデータポイン

トを参考にし、かみ砕いていくことによって、自社のニーズにマッチしたフレームワ

ークが作り上げられる。地道な作業であり、また継続性も必要。 

• 事業計画レベルで DX人材のニーズを把握し、かつ全従業員の DXスキルレベルを見え

る化できれば、リスキリング・採用・アサイン等の人事計画が必然的に出来上がり適

材適所の配置を実現できる。また事業側も事業計画達成の為、DX人材施策に積極的に

なる。 

• DX施策は単独で評価するのではなく、事業の目的が達成できているかが本当の評価

軸・KPIであるべき。DX施策の成功を常に事業の成功に連動させることにより孤立し

た活動にならない。 
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＜データ活用人材の連携＞、＜自社開発の内部エンジニアの整備＞に関する示唆 

• 事業にマッチした DX人材育成制度と事業・IT側からの協力が揃うと業務・IT共にデ

ータ活用人材が増える 

 

＜外部リソース活用＞に関する示唆 

• スキルセットや職種の呼び名には部門専門用語を使わず、できるだけ簡素化・標準化

することによって外部リソースが採用しやすくなる。 
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3.2.4. 化学工業 D 社 

D社の取り組みの大きな流れ 

D社の取り組みを「組織成熟度指標の取り組みの大きな流れ」をベースに事例の成功要因と

なった各指標と指標間の関連性について以下解説する。 

 

概要： 

経営陣の DX戦略・ビジョンの下、外部人材で DX組織を作り上げ事業の信頼を勝ち取る為

に努力するが、ボトムアップ型の DXばかりに留まっていた。アプローチを変え、世界の成

功事例をかみ砕き事業側で活用しやすいアイデア集を作ることによって事業側の DX理解度

を底上げし、また変革規模の大きい DX施策が生まれやすい体質にシフトすることに成功し

た。 

 

大きな流れの説明： 

流れ①トップダウンとボトムアップの両面から火をつける 

D社は経営陣が DXに関して危機感を感じ、外部からの人材を多く揃えた DX組織を再編し

た。初期の試行錯誤の末、アイデア創出の仕掛けになるようなビジネスモデルを構成し得

る基本コンポーネントを整理した DXアイデア・事例集を作成。また DX組織と各事業部の

交流の場を準備する。 

 

流れ②活動を全社に波及させるための身体作りを行う 

DX事例集を活用することにより事業側の DX理解度があがり、足元の課題対応をする DXか

ら変革規模の大きい DX施策の立案を促進することができた。 

 

流れ③デジタルカンパニーの流儀を体得する 

DX事例集の作成にあたり世界中の事例・ベストプラクティスを集め、またそれを適切に整

理するために外部コンサルタントのサポートも起用した。 

 

成功要因となった各指標と指標間の関連性の説明： 

＜ビジョンの立案・共有＞ 

経営陣が改革への意思を強く持ち、DXを推進するには外部の人材を起用して組織に刺激を

与えるべきだと考え、DX組織整備を実施した。 

 

＜DX組織整備＞ 

経営陣の戦略の下、外部からの人材を多く揃えた DX組織を再編した。外部メンバーを定着

させるための事業に密着し課題解決をサポートしたが、ボトムアップの DX推進では事業の

足元の課題に対する施策ばかりになり、更に変革規模の大きい施策にはアイデア創出の仕

掛けが必要となった。 

 

＜アイデア創出の仕掛け＞＜外部リソース活用＞ 
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初期の試行錯誤の末、アイデア創出の仕掛けになるようなビジネスモデルを構成し得る基

本コンポーネントを整理した DXアイデア・事例集を作成した。世界中の事例・ベストプラ

クティスを集め、またそれを適切に整理するために外部コンサルタントを活用した。 

 

＜社内の巻き込み＞＜既存事業・業務の連携＞ 

DXグループと事業部が定期的に期待値やニーズを把握する為に意見交換する場を開催。ま

たその中で DX事例集を活用することによって DX側と事業側との間の共通言語になり事業

側の理解度も向上した。DXプロジェクトの数が増え従来の考え方では思いつきにくいビジ

ネスのアイデアが生まれる効果があった。 

 

D社のケーススタディから読み取る試行錯誤・成功要因に関する示唆 

 

＜ビジョンの立案・共有＞、＜アイデア創出の仕掛け＞、＜社内の巻き込み＞、＜DX組織整

備＞、＜既存事業・業務の連携＞、＜外部リソース活用＞に関する示唆 

• ボトムアップの DX推進では事業の足元の課題に対する施策となることが多い。外部か

らのベストプラクティス事例を事業に合った形で取り込むことによって、変革の規模

が大きい取り組みも生まれやすくなる。 

• 外部人材で成り立つ DX組織が孤立化を回避するためには事業に密着し課題解決に加担

することにより事業を理解すると共に信頼を獲得することが必要。 
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3.2.5. 非鉄金属業 E社 

E社の取り組みの大きな流れ 

E社の取り組みを「組織成熟度指標の取り組みの大きな流れ」をベースに事例の成功要因と

なった各指標と指標間の関連性について以下解説する。 

 

概要： 

該当事業（リサイクル事業）のデジタル化と顧客基盤のグローバル拡大という目標に加え

て、「顧客ファースト」と「業界カンファレンスでのデモ製品発表とローンチ」という大

原則やゴールを掲げ、これを貫いた事が、DXの過程における様々なトレードオフやチャレ

ンジを乗り切るよりどころとなったと思われる。社内プロセスの柔軟な変更や対応、DX、

IT、事業側が一体となった取り組み、また外部リソースの協力も活用して新しくアジャイ

ル開発手法を取り入れた事が功を奏し、当初の目的であった該当事業のデジタルプラット

フォーム化に成功した。さらに、該当事業の改善は今も継続して行われている事、この施

策実行から得られた学びを全社展開する為の準備も行われている事により、今後も注視し

ていきたい DX施策である。 

 

大きな流れの説明： 

流れ①トップダウンとボトムアップの両面から火をつける 

E社では、全社挙げて DX施策として洗い出した 21の施策に、今回の調査対象としたリサイ

クル事業のデジタル化と顧客基盤のグローバル拡大が挙げられた事が、施策実行のドライ

ブになったと思われる。 

また、事業部、DX組織、IT組織を含めた総合的なチームを組成し、共通のゴールや指針を

もちながら協業できる体制を整えた。 

 

流れ②活動を全社に波及させるための身体作りを行う 

該当事業の事業担当者にはユーザニーズについて、また製造や事業実行現場のニーズにつ

いての情報収集と理解を担当してもらい、またユーザ目線からのロードマップを書いても

らう事を徹底した。DX、IT組織だけでは知り得ない視点を得る事で、本施策を優先規律で

ある「顧客ファースト」に則って進めるほか、その他関連部署にも柔軟な対応を求めた。

ここでは、ITや DX部門が、アジャイル開発体制に合わせたリーガルやコンプライアンスな

どの部署の業務を並行して進めてもらう事を依頼実現させた事、また、経営陣からのコミ

ットメントによる後押し等が功を奏したと思われる。 

 

流れ③デジタルカンパニーの流儀を体得する 

社内でもコーディングが出来るほどの IT人材は育っていたのだが、今回の目標とゴールや

期日、また「顧客ファースト」という大原則に鑑み、アジャイル開発体制を採用する事に

した。また、UI／UX の創出についてデザインシンキングというアプローチを採択し、社内

にないノウハウを外部から調達、チームの一員として迎え入れ活用した。これは自社にな

いノウハウを認め、外部の力を借りたり自社従来のやり方を変更してでも新しく目標や大

原則に即したやり方を採択するという、ある意味謙虚かつ有用なやり方であったと理解で

きる。 
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各指標と指標間の関連性の説明： 

 

＜ビジョンの立案・共有＞、＜ロードマップの作成（やるべきことの明確化）＞、＜DX組織

整備＞、＜既存事業・業務の連携＞、＜セキュリティ・ガバナンス＞、＜レガシー刷新＞、＜

新しい開発手法の適用＞、＜外部リソース活用＞に関する試行錯誤・成功要因に関する示唆 

• DX戦略の狙い・目的が明確であればあるほど、実現に必要な組織・システム・システ

ム機能の方向性もクリアになり、またアクションプランに落とし込みやすくなる。 

• 大企業であっても社内文化や固定化されたプロセスが障壁となり新しい技術や手法を

取り込めないことがある。外部ベンダーと協業することによりプロセスを見直す等の

変革を起こすきっかけになる。 

• 新しい開発手法の採用には知見がある適切なパートナーを選ぶのが望ましいが、手法

を鵜呑みにするのではなくある程度社風に応じてカスタマイズすることにより定着が

よりスムーズになる。 

• アジャイル開発においては事業側の積極的な関与が必要不可欠。エンドユーザの代役

として必要な機能要求の洗い出し、検証、またロードマップの構想に対する主体性が

求められる。 
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3.2.6. 食料品メーカー F社 

F社の取り組みの大きな流れ 

F社の取り組みを「組織成熟度指標の取り組みの大きな流れ」をベースに事例の成功要因と

なった各指標と指標間の関連性について以下解説する。 

 

概要： 

F社は外部パートナーとの AIソリューション開発体制を基に、エンドユーザを巻き込む工

夫と、データサイエンス教育による自社データの価値向上が実を結び、先進的な AIモデル

の構築に成功した。 

 

大きな流れの説明： 

流れ①トップダウンとボトムアップの両面から火をつける 

F社の AIソリューションの取り組みの初期段階ではプロジェクト側とエンドユーザとの意

識にギャップがあり、試作品の利用や意見交換に関して思うようにエンドユーザ側の協力

が得られなかった。このような状況から脱却し意識のギャップを埋めるために、プロジェ

クト側は様々な工夫をした。まずはエンドユーザとの接点を増やし、都度的確なフィード

バックを求めながらシステムの改善を進めるアジャイル的なアプローチを取り、また社内

に設けられていた意見共有の場を活用して取り組みの目標や志について共感を得られるよ

う活動した。そうすることによって徐々にユーザの関心は高まり、取り組みについて協力

的になった。 

 

流れ②活動を全社に波及させるための身体作りを行う 

本施策の体制では F社が業務側を担当、ベンダーが AI開発と明確な役割分担があったもの

の、取り組みの早い段階で双方の共通認識が足りず思うように進まない事が明確になっ

た。そこで F社は AI・機械学習・統計についてのトレーニングを実施し技術面での理解を

深めた。またベンダー側にも業務についての理解を深めてもらうために専門書を読むよう

指示した。このような DXトレーニングを受けたことにより、F社のメンバーは取り組みに

おいて知識を活用した仮説や意見を出せるようになり、ソリューション面で主体的に動け

るようになった。 

 

流れ③デジタルカンパニーの流儀を体得する 

F社は AI・機械学習に精通している開発パートナーを早期に見つけ活用することによって

ソリューションの実現にあたり自社で不足していたスキルセットを補うことができた。 

 

F社は自社の資産であるデータに関してベンダー任せにせず主体的に価値向上に取り組ん

だ。トレーニングで身に着けたデータサイエンスの考えを基に様々なデータや社内の知見

を地道に整理し、機械学習に活用できるデータを整備した。結果的には少ないデータでも

精度の高い AIモデルの構築に成功した。 
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各指標と指標間の関連性の説明： 

＜新しい開発手法の適用＞＜社内の巻き込み＞＜アイデア創出の仕掛け＞＜ビジョンの立

案・共有＞＜既存事業・業務の連携＞ 

新しい開発手法（アジャイル）などの取り組みが社内の巻き込みの成功に繋がり、結果取

り組みについてのビジョンの共有に繋がった。 

 

＜八咫烏人材の整備＞＜データ価値向上、活用＞＜データ活用人材の連携＞ 

AI・機械学習・データサイエンスのトレーニングを通して自社のスキルレベルを上げるこ

とによりデータ価値の向上・活用に成功する。 

 

＜新技術の検討・取り込み＞＜外部リソース活用＞ 

新技術（AI・機械学習）を駆使したソリューションの開発に必要なスキルセットは自社内

で育成するのではなく外部リソースを活用することによって補った。 

 

F社のケーススタディから読み取る試行錯誤・成功要因に関する示唆 

＜社内の巻き込み＞＜アイデア創出の仕掛け＞＜ビジョンの立案・共有＞に関する示唆 

• 施策を遂行する側とエンドユーザ側のビジョンの共有は継続的な取り組みが必要。ア

ジャイル手法等でユーザを継続的に巻き込むことによってユーザの関心も高まり、取

り組みに対して主体的になる。 

＜八咫烏(やたがらす)人材の整備＞に関する示唆 

• AI/機械学習を活用する場面において、社内に必要となるデータが常に充実していると

は限らない。目的に合ったデータを構築する為にはデータサイエンスのスキルを活用

し、関連するデータや社内の知見をフルに活用し、また改善の PDCAサイクルを繰り返

す、といった努力が必要となる。 

＜外部リソース活用＞＜新技術の検討・取り込み＞に関する示唆 
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• 新しい技術の採用には知見がある外部リソースとパートナシップを組むのが望ましい

が、任せきりにならないよう、自社の教育も怠ってはならない。 

 

  
  



 

55 

 

 

4. まとめ 

4.1. 調査のまとめ（DX 取り組み実施前後の比較） 

各社が DX に取り組む中で経験した試行錯誤からの学びを中心に、その前後の状態を比較した

上で、「試行錯誤から何を学び」、「学びをどう活用したのか」といった変化を発見するため

の分析を実施した。なお、分析は以下のアプローチを以って実施された。 

 

ヒアリングの対象の各社における分析結果を以下のように整理した。 

4.1.1. 製造業 A社 

［Before］ 

A. 取り組み前の状態 

従業員数 100 人未満の製造業の A社は、作業の内容記録を手書きで倉庫保管をして

いた。様々な作業効率ツールの普及と共に、IT 化やシステム導入を検討したが、現

場に定着はしなかった。 

B. その状態からくる課題 

現場に定着しない背景として、＂社内の巻き込み＂と＂外部リソース＂といった組

織成熟度が関連していた。IT活用を試みたものの、利点が現場に伝わらないこと

や、業務に即していないことから、社内を巻き込めていなかった。 

また、製造業にマッチする市販のソリューションがないことや、企業規模と価格の

不一致から、外部リソースも活用しきれていない。これらの点により、思うように

IT活用が進まず、非効率な紙媒体での内容記録作業を行っていた。 
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［After］ 

C. 課題に対する試行錯誤の取り組み 

そこで、A社は支援事業を通してアジャイル開発パートナーを探して開発、運用を

委託した。本開発パートナーの提案は過去に依頼したベンダーと違い、短期間で

MVP（Minimum Viable Product：ユーザに価値を提供できる最小限のプロダクト）を

作成し、要件を反映させながらアジャイルで開発を進めるというものであった。 

過去に現場を巻き込めなかった反省を踏まえて、まずは業務に精通したリーダー陣

に展開し、フィードバックを受け改良を加えることで、現場に受け入れられるプロ

ト版の開発を可能にした。また、現場の生産性を損なわない事を最重要指標として

各機能を評価し、厳選した。 

D. 取り組みの結果後の状態 

その結果、現場を巻き込み機能拡張を繰り返すことで、他ソリューションと比べ低

コスト・高スピードかつ、現場に即した形でシステム導入を完遂した。 

また、現場のフィードバックを短期間で反映することで、従業員が DXの利点を実感

することに繋がった。それにより現場からリクエストや機能要求がでるようになり

オーガニックな形で機能拡張を実現した。従業員がリクエストした機能を実装する

ことによって、現場の生産性が向上する効果もあった。 

尚、A社はその後パートナーとビジョンを共有することで、本システムの導入には

とどまらず、外販も成功させている。 

［このケースからの学び］ 

▪ アジャイル＆スモールスタートで、無理な長期的ロードマップなしで、事業にマッ

チしたシステムを作り上げられる。 

▪ 製造業や中小企業で DXを現場が受け入れてもらえない場合は、使い易さやストレス

フリーが最重要。 

▪ リソースが限られている場合は、選定基準とビジョンを明確にした上でマッチした

パートナーを選ぶのが大事。 

  



 

57 

4.1.2. 製造業 B社 

［Before］ 

A. 取り組み前の状態 

溶接技術を専門とする製造業の B社は専門である板金加工業においては依然として

職人の技術に頼らざるを得ない作業がある中、職人の高齢化に伴う人材育成の経営

課題を抱えていた。溶接技術における人材の確保と育成が急務である危機感から溶

接訓練支援システムの開発へシフトした。 

B. その状態からくる課題 

IoTへの取り組みにおいてアイデアはあるものの、実現させるためのリソース（資

金、人材、技術）が不足していた。また溶接技術において標準化すべき部分、ノウ

ハウとして残す部分など、ベテランの経験や感覚をどのようにデータ化し、事業に

価値を生み出せるか分からなかった。 

［After］ 

C. 課題に対する試行錯誤の取り組み 

B社は同じく IoTに関心を持つ同規模の 3社と協力体制を結成し、共同の会議体を

設定し、各社の強みを活かした形でプロジェクト推進に向けた仮説検証や課題の解

決に取り組んだ。 

そこでの成果を基に B社は低コストでアジリティーを持った PoCを施した。課題に

対する小さな取り組みを繰り返しながら定着可能な水準まで精度を上げることに成

功した。また技術的な難点においては産学官のネットワークを活用し、各分野の専

門家からのアドバイスを求め、活用した。 

D. 取り組みの結果後の状態 

低コスト PoC により積み上げてきた経験・成果をベースに公募型共同研究事業に応

募し、公的支援を受けることが可能になった。また 3社協力体制も定着し、継続的

な改善活動を進められるようになった。 

公的支援とそれまでのノウハウを活用し溶接技術の訓練支援システム開発に成功。

作業員の熟練スピードが上昇／訓練成果がデータをもって分かるようになり導入の

効果を得られるようになり、また学習者のモチベーションも上がった。 

［このケースからの学び］ 

▪ 限られた条件でも今活用できるリソースをもって PoCを実行してみることがポイン

ト。この取り組みから新しい技術やアプローチへのアイデアが生まれ、更なる発展

（ファンディング、技術融合など）に繋がる可能性が高まる。 

▪ テクノロジーに関する課題を全て自社で解決することは不可能。自社が持つネット

ワークを活用し、課題解決のアイデアを見つけることができる。 

▪ 組織として ITやデジタル関連のテーマを理解し、知識や経験を積み上げることが重

要。普段の経験があったからこそ、外部のアドバイスを得ながら短期間でツール化

し、データの活用を業務に定着できるレベルまで導いた。 
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4.1.3. サービス業 C社 

［Before］ 

A. 取り組み前の状態 

大手メディア会社の C社は全社での DXの取り組みはなく、事業ごとの DXが個別に

実施されるが、同じインダストリーの先進的な企業と比べ遅れが出ていた。外部の

専門家を雇い DX部門を立ち上げるが、会社の実態に合わない DX人材戦略・ビジョ

ンが立案されることになる。 

B. その状態からくる課題 

既存事業・業務との連携が弱い状況だったため、人材育成の目標を作成するが、事

業のニーズや従業員のスキルレベル等を明確に把握できていない状態での施策とな

り、育成プログラムは事業にはインパクトはなかった。 

［After］ 

C. 課題に対する試行錯誤の取り組み 

そこで C社は DX組織を再編し、事業側出身のリーダーシップをアサインし、また人

事のリーダークラスも DX組織の中核メンバーとして迎え入れた。事業が必要とする

DX人材の職種やスキルセットについても一から再定義し、初期の段階では複雑すぎ

た定義を 7職種に絞り込んだ。定義するにあたっては社内のハイパフォーマーと

IPAの定義から必要な要素を抜き出した。 

研修・育成プログラムに関しても全従業員のスキルセットを把握する仕組みを導入

し、基礎研修から職種別・レベル別の研修を準備する。また各事業部とも協力し事

業計画の作成にあたり計画の実現に必要な DX人材のヘッドカウントを 7職種ベース

で明示するようにした。 

D. 取り組みの結果後の状態 
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事業計画レベルで DX人材のニーズを把握し、かつ全従業員の DXスキルレベルを可

視化したことにより、リスキリング・採用・アサイン等の人事計画が立てられるよ

うになった。また DX職種が簡素化されることにより Job Descriptionが市場一般

の言葉で書けるようになった事で、中途採用もしやすくなった。 

［このケースからの学び］ 

▪ 会社の性質・現状を理解したビジョンを立案しなければ DX戦略は孤立し実現困難な

「絵に描いた餅」になりかねない。DXのリーダーシップ・組織は事業を深く理解す

ることにより実現可能なビジョンを立案できる。事業部門・人事等からの人材も DX

組織に取り入れることで、孤立した DX組織から事業戦略の一部となった DX組織に

成長し、経営・事業・ITの相互協力の DX推進体制にシフトできる。 

▪ 事業計画レベルで DX人材のニーズを把握し、かつ全従業員の DXスキルレベルを可

視化・数値化できれば、リスキリング・採用・アサイン等の人事計画が必然的に出

来上がり適材適所の配置を実現できる。また事業側も事業計画達成の為、DX人材施

策に積極的になる。 
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4.1.4. 化学工業 D 社 

［Before］ 

A. 取り組み前の状態 

大手化学メーカーの D社の経営陣は来る DX革命に関して危機感を感じ、いち早く外

部人材を起用して DX組織を立ち上げる。最初の取り組みとしては外部メンバーを事

業に定着させるため事業の困りごとをヒアリングしサポートするような努力が行わ

れた。 

B. その状態からくる課題 

事業側の DX の知識も高くなく、事業の足元の課題に対応するボトムアップの DXア

プローチだったため、大きな変革を起こすような施策・PoCは生まれてこなかっ

た。 

［After］ 

C. 課題に対する試行錯誤の取り組み 

D社は DXを立案・推進するにあたってブロックのように組み合わせられるアイデア

集／事例集を作成した。また DXグループと事業部が定期的に期待値やニーズを把握

する為に意見交換する場を開催。 

D. 取り組みの結果後の状態 

アイデア集・事例集が DXに関する事業側の理解度を上げる DXトレーニング教材の

役割を果たし、また DX側と事業側との間の共通言語になり協力体制を促した。 

その結果 DX プロジェクトの数が増え、従来の考え方では思いつきにくいビジネスの

アイデアが生まれる効果があった。ボトムアップ形式では主に現場が直面している

課題に対する DXが殆どだったのに対して、徐々に変革規模の大きい DXにシフト

し、最終消費者を意識するきっかけとなった。 

［このケースからの学び］ 

▪ ボトムアップの DX推進では事業の足元の課題に対する施策となることが多い。外部

からの人材や事例を事業に合った形で取り込むことによって、変革の規模が大きい

取り組みも生まれやすくなる。 

▪ 外部人材で成り立つ DX組織が孤立化を回避するためには事業に密着し課題解決に加

担することにより事業を理解すると共に信頼を獲得することが必要。 
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4.1.5. 非鉄金属業 E社 

［Before］ 

A. 取り組み前の状態 

大手非鉄金属メーカーの E社は自社開発のリサイクル事業の取引システムを導入し

ていたが、顧客との距離を縮めるという DX戦略の一環としてユーザベースを従来の

ものから更に対象ユーザを広げる計画を立案した。 

B. その状態からくる課題 

新しく取り込みたいユーザ企業は年配の方も多く、今までの基幹系システムに近い

使い勝手の取引システムでは使いこなせない。UI／UX、また機能面の観点で刷新が

必要だったが、社内には UI／UXやデザインシンキングの経験がなかった。 

［試行錯誤と取り組みの結果］ 

C. 課題に対する試行錯誤の取り組み 

E社は UI／UXとアジャイルに強い開発会社 2社と組み、次世代の取引システムをア

ジャイル手法で開発を手掛けた。社内の役割分担としては事業部がプロダクトオー

ナーとしてシステムの機能・ロードマップ・スケジュールに対して責任を持ち、IT

部門／DX部門はその実現に向けて開発に取り組んだ。 

開発においては E社側がアジャイルに不慣れな状態で始めたため初期段階では問題

もあり、それぞれ対応が必要になった。 

⚫ 段階的であるはずのユーザデモの際にウォーターフォールのような機能

の充足や品質レベルを求めてしまう。 

⇒ ユーザトレーニングや勉強会を通して期待値についての認識を統一した。 

⚫ 開発会社が新ツールの活用を提案するも E社のセキュリティチェックの

ためスピーディに対応できない。 
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⇒ プロセスを変更しチェックと並行で開発環境での導入を進めてよいルール

にした。 

⚫ 「システムを依頼する側」と「依頼される側」という概念を持ち続けて

しまう。 

⇒ アジャイルでは一体となって進める必要があり、経営陣レベルまでエスカ

レーションし課題認識した上で徐々に改善した。 

⚫ ローコードに対しての期待値が高すぎてコーディングが必要ないものだ

と勘違いしていたが、ローコードで進めるには仕様を考える上で工夫が必要だっ

た上、実際はコーディングが必要になる要望が多かった。 

⇒ IT 部門と協力し臨機応変にコーディングできる開発体制にシフト。 

D. 取り組みの結果後の状態 

取組の結果、新しいユーザ・ユースケースにも耐えられる顧客ファーストの UI／UX

を実現した。アジャイル開発についての知見が身に付き、他の DX 施策にもノウハウ

を連携する取り組みを開始した。 

［このケースからの学び］ 

▪ アジャイル開発においては事業側の積極的な関与が必要不可欠。エンドユーザの代

役として必要な機能要求の洗い出し、検証、またロードマップの構想に対する主体

性が求められる。 

▪ 新しい開発手法の採用には知見がある適切なパートナーを選ぶのが望ましいが、手

法を鵜呑みにするのではなくある程度社風に応じてカスタマイズすることにより定

着がよりスムーズになる。 
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4.1.6. 食料品メーカーF 社 

［Before］ 

E. 取り組み前の状態 

食料品メーカーの F社は AI・機械学習を活用した新商品開発支援 AIの開発に取り

組むが、エンドユーザ側とは施策の目標や意識のギャップ、開発ベンダーとも共通

認識が足りない状態であった。 

また通常 AI・機械学習に必要な大量のデータは一見不足している状態でもあった。 

F. その状態からくる課題 

この初期の状態の中ユーザ側の反応が積極的ではなく、試作品も利用してもらえな

かった。ベンダーとはプロジェクトを遂行する上で話しがかみ合わずスムーズにプ

ロジェクトが進捗しなかった。 

またデータが不足している状態では大量データを活用した精度の高いアルゴリズム

が開発できないという懸念が初期の段階であった。 

［試行錯誤と取り組みの結果］ 

G. 課題に対する試行錯誤の取り組み 

F社はユーザ側との意識のギャップを埋めるために、完全な試作品を用意するよ

り、都度的確なフィードバックを求めながらシステムの改善を進めるアジャイル的

なアプローチを取った。また取り組みの目標や志に共感を得られるよう社内での共

有の場を活用し取り組みについての情報を発信した。 

ベンダーとの双方の認識を合わせるために F社は自社メンバーに対してトレーニン

グを実施し機械学習や統計に関する理解を深めた。また開発ベンダーにも業務に関

する理解を深めてもらうために専門書を読んでもらうようにした。 

データが不足していた状態に対してはデータサイエンスの考え方を基に、データの

収集方法やあり方について議論を重ね、関連するデータ・知見を地道に整理し、機

械学習に活用できるデータを整備した。また領域スペシャリストを一時的にアサイ

ンし知見を提供してもらった。 

H. 取り組みの結果後の状態 

ユーザ側との意識のギャップを埋める努力の結果ユーザからの関心が高まり社内で

の味方が増え、主体的に参加してくれるメンバーが増えた。またユーザからのアイ

デアやフィードバックが出るようになった。 

ベンダーとの認識相違も減り、また自社メンバーのスキルレベルを上げることによ

り、AI・機械学習においてベンダー任せにならず、自社データを基に仮説を立てる

こともできるようになった。 

結果的には少ないデータでも精度の高いモデルの構築に成功し、熟練技術者でも難

しい、製造過程の逆方向予測ができるようになった。 

［このケースからの学び］ 
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▪ 一見データが不足しているように見える状態でも、関連データや業務の知見を活用

して PDCAを回していけば、精度の高い AIモデルは構築可能。 

▪ 施策を遂行する側とエンドユーザ側のビジョンの共有は継続的な取り組みが必要。

アジャイル手法等でユーザを継続的に巻き込むことによって関心が高まる。 

▪ 業務側と技術側が共通理解の土台を築く事が重要。コミュニケーション面だけでな

く、新しいアイデアや気づきにも繋がる。 
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4.2. 共通の示唆・パターン 

各社の DX施策において、試行錯誤を乗り越える成功要因は以下の通り。 

 

母数は少ないものの、成功要因については幾つかの共通点・パターンが浮かび上がる。 

［中小企業］ 

▪ 経営陣が自ら現場で改革をリード 

▪ トップダウン・ボトムアップで社員の協力を得る 

▪ 限られたリソースの中での工夫が変革を生む 

▪ 実現をサポートしてくれるパートナーを見つける 

［大企業］ 

▪ 明確な戦略・ビジョンが課題を乗り越える駆動力に 

▪ DX／IT／事業が垣根を越えて一体となって課題に取り掛かる 

▪ 実現をサポートしてくれるパートナーを見つける 
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4.3. 今回の調査を踏まえた今後必要となるアクション 

今回 DX先進企業としてインタビューさせていただいた 6社の事例から、DXは多くの場合すん

なりとはいかず、試行錯誤を伴うことが理解できた。試行錯誤を乗り越えてデジタル化の恩恵

を受ける為の要諦として、今回インタビューさせていただいた 6社のケースから次の項目を挙

げてみた。 

試行錯誤を乗り越えるにあたっては、関係者をまとめる為のリーダーシップや、共通のゴー

ル／目指す姿が有効と思われる。 

 また、DXとは複数の部署、特に事業を主体的に行う部署と、IT部門、または DX専門の知識

を持つ集団とが関わる事になる場合が多いと思われるが、試行錯誤を乗り越えていく際にはこ

れらの複数部門やメンバーが互いを思いやる事が有用であると思われる。共通のゴールやリー

ダーシップの他にも、共通の言語（D社のアイデア集・事例集）や、各事業への理解（C社の人

材戦略、D社の事業部門からの人材トランスファー）等が有用であったようだ。普段から事業側

や IT側のような組織の壁を意識しない文化や、人材へのコミットメントと教育も有用だったと

思われる。 

 一方で、自分たちにないものを認めて他力に頼る勇気も、試行錯誤を乗り切る上で有用であ

ったと思われる。大企業においては、外部人材の採用と適用を積極的に行った企業が目立った

（C社、D社）。また、内部人材を、外部講師やコースも採用して鍛え上げる事に心血注いだ企

業もある（C社）。特に、中小企業にとっては、自治体や政府からの助成金やパートナー等協力

企業の紹介等が有効である事も理解された。 

 今回の調査はヒアリング対象の企業数が限られていたため、個社別には興味深い学びや示

唆が読み取れたものの、大きな結論や傾向を導き出すには母数が少なく、あくまでケーススタ

ディ的な位置づけになる。今後は調査対象の件数を増やし、直面する課題の種類やそれに対す

る施策の成功要因の傾向について検証していけるのではないかと考える。 

今回の調査でも DX施策・効果のモニタリングを実施している事例があったが、DX推進におけ

る PDCA（特に’CA’）については DX目標の達成に大きく影響しているのではないかと考えられ

る。成熟度の高い会社と PDCAを通じて改善する力が比例するか、またどのようなモニタリング

方法が使われているのか等の情報は他社に対して有益な情報だと考えられる。 

今回の調査で中小企業は大企業とは違う課題・試行錯誤を経験している事が事例から分かっ

た。今後は調査の観点をシフトし、中小企業において何が DXのスタート地点になるか、またど

のような業界団体や他社とのコラボレーションが活用されているのかを調査するのも有益だと

考える。 

以上、DXについては、当初の想定通りに動かないケースも多いと思うが、それでも当初の夢

やゴールをあきらめずに、外部のノウハウやリソースを外部からも借りながら継続して取り組

む事で、目指す効果や事業を実現する事が可能になるのではないかと思われる。 

今回は数少ない企業からのインタビューにより示唆を導出したが、今後も積極的に自社の試

行錯誤や難しかった体験を共有してくれる企業が増え、また励んで継続して DXに取り組む企業

が増え、日本国の企業の多くが新しいテクノロジーの恩恵を受け、それを価値として体現する

事が出来るとよいと思う。 
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